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第１章 計画の背景と目的 

 

１－１ 計画の背景と目的 

わが国では、本格的な少子高齢社会、人口・世帯減少社会を迎え、現在及び将来にお

ける国民の豊かな住生活を実現するため、2006（平成 18）年 6月に住生活基本法が制定

されました。この住生活基本法の制定により、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、

健全な住宅市場を整備するとともに、国民の住生活の「質」の向上を図る政策への本格

的な転換を図る道筋が示され、住宅建設を重視した政策から良質なストックを将来世代

へ継承していくことを主眼とした政策へと、大きく方向転換が図られました。 

このようなストック重視の社会的背景のもと、公営住宅分野については、更新期を迎

えつつある老朽化した公営住宅ストックの効率的かつ円滑な更新を行い、公営住宅の需

要に的確に対応することが課題となっており、公営住宅ストックの効率的かつ円滑な更

新を実現するうえで、公営住宅ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮

減につなげていくことが重要となっています。 

本市では、安全で快適な公営住宅を長きにわたって確保するため、「三沢市公営住宅

等長寿命化計画（2011（平成 23）年 3月策定、2013（平成 25）年 10 月改定）」を策定

し、市営住宅等の整備活用方針を定め、同計画に基づき整備や改善事業などを推進して

います。 

 

今回は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016（平成 28）年 8月改定、国土交通

省住宅局住宅総合整備課）」（以下、公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改

定）という）を踏まえ、市営住宅ストックの状況を把握し、予防保全的な観点から修繕

や改善の計画を定めることを目的とします。 

 

  



第 1 章 計画の背景と目的 

2 

１－２ 計画の位置づけ 

「公営住宅等長寿命化計画」は、本市における市営住宅の実情を踏まえ、市営住宅に

対する需要を把握し、「第二次三沢市総合振興計画」を上位計画とした市営住宅ストッ

クの更新・改善に関する基本計画と位置づけられる計画です。 

また、公営住宅等整備事業、公営住宅等ストック総合改善事業に係る地域住宅交付金

の助成の前提となる計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 三沢市公営住宅等長寿命化計画の位置づけ 

 

  

三沢市まち・ひと・しごと創生 

総合戦略 

2015 年度～2019 年度 

（平成 27 年度～平成 31 年度） 

青森県住生活基本計画（改定） 

「生活創造社会につながる 

豊かな住生活の実現をめざして」

2016 年度～2025 年度 

（平成 28 年度～平成 37 年度） 

住生活基本計画（全国計画） 

2016 年度～2025 年度 

（平成 28 年度～平成 37 年度） 

第二次三沢市総合振興計画 

2018 年度～2027 年度 

（平成 30 年度～平成 39 年度） 

三沢市 公 営 住 宅 等 長 寿 命 化 計 画 

2019 年度～2028 年度 

（平成 31 年度～平成 40 年度） 

青森県県営住宅等長寿命化計画 

2016 年度～2025 年度 

（平成 28 年度～平成 37 年度） 
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１－３ 計画期間 

この計画は、2019（平成 31）年度を基準年次、2023（平成 35）年度を中間年次、2028

（平成 40）年度を目標年次とする 10 カ年の計画とします。なお、今後の社会情勢の変

化、事業の進捗状況等に応じ、中間年次（概ね 5年ごと）に定期的に見直しを行います。 

 

図 1-2 計画期間 

 

１－４ 計画対象団地 

この計画は、三沢市所有の公営団地（49 棟・434 戸）を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 計画対象団地位置図 

基準年次 
2019 年度 

（平成 31 年度） 

目標年次 
2028 年度 

（平成 40 年度） 

中間年次 
2023 年度 

（平成 35 年度） 

＜見直し＞
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１－５ 計画の策定のフロー 

三沢市公営住宅等長寿命化計画は、次の流れに従って検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 計画策定の流れ 

１ 本計画の背景・目的 

２ 本計画の計画期間 

４ 計画を推進するための基本方針 

５ 本計画の対象と事業手法の選定 

６ 点検・計画修繕・改善事業・建替事業の実施方針 

７ 長寿命化のための事業実施予定一覧 

団
地
カ
ル
テ
の
作
成 

８ ライフサイクルコストとその縮減効果の算定 

三沢市公営住宅等長寿命化計画とりまとめ 

３ 公営住宅等の状況 

人口・世帯の推移 住宅の所有関係の状況 

公営住宅の入居者の状況 公営住宅入居者の世帯構成 

公営住宅の募集・応募状況 

将来の公営住宅必要戸数の推計 

高齢者世帯の状況 公営住宅の管理戸数 



第２章 現況把握 

5 

第２章 現況把握 

２－１ 三沢市の概要 

（１）広域的立地条件 

 

 

 

 

本市は青森県の南東部に位置しており、東は太平洋に面し、西は小川原湖に臨んで

います。東西約 11km、南北約 25km、面積約 120 平方 km の平坦地で、世界的に重要な

湿地としてラムサール条約に登録された「仏沼」を始めとする豊かな自然に恵まれて

います。 

古くから馬産地として栄えた県南にあって、三沢市域は江戸時代には藩政牧場の

「木崎牧」に含まれ、人々は馬産や漁業に携わっていましたが、太平洋戦争後に旧日

本海軍飛行場が米軍三沢基地となり、三沢市は大きく変貌しました。 

現在は、全国有数の航空施設がある大空のまちとして、約 4万人の人口に加え、多

くの米軍人、軍属及びその家族が暮らし、異国情緒漂う国際都市として独自の発展を

続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 三沢市の位置（出典：三沢市ホームページ） 

  

・ 青森県の南東部に位置し、古くから人々は馬産や漁業に携わってきました。 

・ 戦後に米軍三沢基地が設置され、全国有数の航空施設がある大空のまちとして、

約 4万人の人口に加え、多くの米軍人、軍属及びその家族が暮らし、異国情緒漂

う国際都市として発展を続けています。



第２章 現況把握 

6 

（２）人口の推移 

・2015（平成 27）年の総人口は 40,196 人となっています。 

・人口は 2000（平成 12）年までは増加しその後減少傾向で、2015（平成 27）年まで

の 15 年間で 2,299 人減少しています。 

 

本市の 2015（平成 27）年現在の総人口は 40,196 人（国勢調査）で、人口の推移を見

ると、2000（平成 12）年までは増加していましたが、それ以降は減少傾向にあり、2015

（平成 27）年までの 15 年間で 2,299 人の減少となっています。 

 

表 2-1 人口の推移 

単位：人、％ 

 

出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 人口の推移（出典：国勢調査各年版） 

 

  

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

人口 41,342 41,605 42,495 42,425 41,258 40,196

増加率 0.6 2.1 -0.2 -2.8 -2.6 

人口 1,482,873 1,481,663 1,475,728 1,436,657 1,373,339 1,308,265

増加率 -0.1 -0.4 -2.6 -4.4 -4.7 

三沢市

青森県
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（３）世帯の推移 

・2015（平成 27）年の総世帯数は 16,367 世帯となっており、年々増加しています。 

・1世帯当たりの世帯人員は、年々減少しており、核家族化の傾向が見られます。 

 

本市の 2015（平成 27）年現在の総世帯数は 16,367 世帯となっており、1990（平成 2）

年から増加しています。1世帯当たりの世帯人員は2.37人/世帯で、年々減少しており、

核家族化の傾向が見られます。2015（平成 27）年の 1 世帯当たりの世帯人員を県全体

と比較すると、0.11 人少ない値となっています。 

 

表 2-2 世帯と人員の推移 

単位：世帯、人/世帯 

 

出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 世帯と人員の推移（出典：国勢調査各年版） 

 

 

  

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

13,369 14,350 15,484 15,946 16,211 16,367

2.96 2.79 2.64 2.58 2.47 2.37

453,425 480,829 504,373 510,779 513,385 510,945

3.20 3.02 2.86 2.75 2.61 2.48

１世帯あたり人員

世帯数
三沢市

青森県
１世帯あたり人員

世帯数
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・世帯人員別一般世帯数は、1～2人世帯が年々増加しており、2015（平成 27）年に

は全体の半分以上を占めています。 

・4人以上の世帯は年々減少しています。 

 

本市の世帯人員別一般世帯数の推移は、1人～2人世帯が年々増加しており、2015（平

成 27）年には全体の 6割以上を占めています。一方、4人以上の世帯は年々減少してい

ます。 

2015（平成 27）年の世帯人員別一般世帯数の割合を県全体と比較すると、1人世帯割

合が県全体を上回っており、5人以上の世帯割合では県全体より低くなっています。 

 

表 2-3 世帯人員別一般世帯数の推移 

単位：世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 世帯人員別一般世帯数の割合の推移（出典：国勢調査各年版） 

総数 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

1990年
（平成2年）

13,369 2,856 3,097 2,648 2,622 1,242 904

1995年
（平成7年）

14,350 3,619 3,555 2,718 2,453 1,110 895

2000年
（平成12年）

15,484 4,425 3,939 2,882 2,385 1,110 743

2005年
（平成17年）

15,855 4,590 4,205 3,026 2,377 995 662

2010年
（平成22年）

16,211 5,025 4,397 2,999 2,330 837 554

2015年
（平成27年）

16,367 5,453 4,522 3,005 2,087 806 413

510,945 153,443 148,077 95,586 64,319 27,452 20,364青森県平成27年

三沢市
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（４）人口構成 

・15 歳未満の人口は、減少傾向にあります。65 歳以上の人口は増加傾向にあり、少

子高齢化の傾向となっています。 

 

本市の年齢別人口構成をみると、年少人口（0～14 歳）は年々減少する一方で、老年

人口（65 歳以上）が増加傾向にあり、少子高齢化の傾向となっています。 

2015（平成 27）年の人口構成を県全体と比較すると、年少人口（0～14 歳）は 3.1％、

生産年齢人口（15～64 歳）は 3.7％県全体を上回っており、老年人口（65 歳以上）は

6.3％県全体より低くなっています。 

 

表 2-4 年齢 3区分人口と年齢別割合の推移 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 年齢別割合の推移（出典：国勢調査各年版） 

年少人口 生産年齢人口 老年人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1990年
（平成2年）

41,342 8,749 28,598 3,972 23 21.2% 69.2% 9.6% 0.1%

1995年
（平成7年）

41,605 8,187 28,209 5,209 0 19.7% 67.8% 12.5% 0.0%

2000年
（平成12年）

42,495 7,651 28,055 6,724 65 18.0% 66.0% 15.8% 0.2%

2005年
（平成17年）

42,425 7,343 27,373 7,692 17 17.3% 64.5% 18.1% 0.0%

2010年
（平成22年）

41,258 6,475 26,191 8,381 211 15.7% 63.5% 20.3% 0.5%

2015年
（平成27年）

40,196 5,791 24,779 9,478 148 14.4% 61.6% 23.6% 0.4%

青森県
2015年

（平成27年）
1,308,265 148,208 757,867 390,940 11,250 11.3% 57.9% 29.9% 0.9%

総人口

三沢市

不祥

年齢3区分 年齢別割合

不祥
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２－２ 三沢市の住宅の状況 

（１）住宅の所有関係の状況 

・2015（平成 27）年の持ち家世帯数が 9,350 世帯（57.1％）、借家世帯数が 6,693

世帯（40.9％）となっています。 

・持ち家率は横ばい傾向にあり、60％程度となっています。 

 

2015（平成 27）年の総世帯 16,367 世帯のうち、持ち家は 9,350 世帯（57.1％）、借

家等は 6,693 世帯（40.9％）となっています。 

持ち家率（持ち家の割合）の推移を見ると、1990（平成 2）年から 2010（平成 22）年

までは減少傾向にあり、全体に占める割合は 60％程度となっています。 

借家では、民営借家が 1990（平成 2）年以降増加傾向にあり、全体に占める割合も増

えています。 

表 2-5 住宅所有関係別世帯数の推移 

単位：世帯 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 住宅所有関係別世帯割合の推移（出典：国勢調査各年版） 

※給与住宅：会社・官公庁などの所有する住宅に、職務の都合上、又は給与の一部として居住する住宅 
間借り：他の世帯が住んでいる住宅の一部を借りて住んでいる住宅 
その他：住宅以外に住む一般世帯及び住宅の種類「不詳」 

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

13,369 14,350 15,484 15,855 16,211 16,367

7,984 8,354 8,824 9,010 9,012 9,350

5,160 5,767 6,318 6,551 6,909 6,693

公営・都市機構・
公社の借家

440 446 418 437 371 361

民営借家 3,514 3,935 4,387 4,635 5,141 5,199

給与住宅 1,107 1,202 1,264 1,313 1,238 995

間借り 99 184 249 166 159 138

225 229 342 294 290 324

総世帯数

持ち家

借家等総数

その他
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本市の持ち家率は青森県全体の 70.0％を大きく下回る 57.1％となっています。 

民営借家率は青森県全体の 21.0％に対して本市 31.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 住宅所有関係別世帯割合の比較（出典：2015(平成 27)年国勢調査） 

 

 

【注：国勢調査の調査区分（括弧内：2015（平成 27）年三沢市数値）】 単位：世帯 

総世帯 

(16,367) 

一般 

世帯 

(16,286) 

住宅に住む 

世帯 

(16,043) 

主世帯 

(15,905)

持ち家(9,350) 

公営借家、都市再生機構 

公社の借家(361) 

民営借家(5,199) 

給与住宅(995) 

間借り(138) 

住 宅 以 外 に 住 む 世 帯

(243) 

下宿住まいの単身者、会社などの

独身寮の単身者 

住居の種類「不詳」(0) 

施設等の世帯 

(81) 

寮・寄宿舎の学生・生徒 

病院・療養所の入院者 

社会施設の入所者等 

 

  

・ 本市の持ち家率は 57.1％、民営借家率は 31.8％となっています。 

・ 青森県の持ち家率は 70.0％、民営借家率は 21.0％となっています。 
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（２）高齢者の居住の状況 

 

 

 

 

2015（平成 27）年の 65 歳以上親族のいる世帯数は 6,340 世帯で、総世帯数に対する

割合は 38.7％になっています。 

1990（平成 2）年以降の推移をみると、65 歳以上親族のいる世帯は、世帯数･割合と

もに増加しています。また、総世帯数に対する 65 歳以上親族のいる世帯の割合は、県

平均を大幅に下回って推移しています。 

住宅所有関係別では、持ち家の割合が高く、85％以上で推移しています（表 2-7）。 

 

表 2-6 65 歳以上親族のいる世帯の推移 

単位：人、％ 

 
 出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 65 歳以上親族のいる世帯の推移（出典：国勢調査各年版） 

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

2010年
（平成22年）

2015年
（平成27年）

13,369 14,350 15,484 15,855 16,211 16,367

2,909 3,693 4,654 5,237 5,658 6,340

21.8% 25.7% 30.1% 33.0% 34.9% 38.7%

9,925 11,745 13,529 14,242 14,709 15,179

3,748 4,970 6,418 7,257 7,943 8,851

30.7% 34.6% 39.0% 42.7% 45.6% 49.5%
青森県65歳以上親族のいる

世帯比率

総世帯数

世帯数

世帯比率

世帯人員

65歳以上
親族のい
る世帯

65歳以上親族人員

・ 高齢者のいる世帯は、1990（平成 2）年以降増加しています。 

・ 2015（平成 27）年の世帯比率は 38.7％と県平均を大幅に下回っています。 

・ 高齢者がいる世帯の住宅所有関係を見ると、85％が持ち家となっています。 
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表 2-7 住宅所有関係別 65 歳以上親族のいる世帯の推移 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 住宅所有関係別 65 歳以上親族のいる世帯の推移 

（出典：国勢調査各年版）     

  

※その他：住宅以外に住む一般世帯及び住宅の種類「不詳」 

2,909 100.0% 3,693 100.0% 4,651 100.0% 5,230 100.0% 5,658 100.0% 6,340 100.0%

2,575 88.5% 3,275 88.7% 4,126 88.7% 4,636 88.6% 4,926 87.1% 5,417 85.4%

327 11.2% 413 11.2% 525 11.3% 594 11.4% 723 12.8% 904 14.3%

公営・公団・公社の借家 82 2.8% 103 2.8% 126 2.7% 141 2.7% 142 2.5% 160 2.5%

民営借家 217 7.5% 272 7.4% 352 7.6% 417 8.0% 549 9.7% 702 11.1%

給与住宅 17 0.6% 19 0.5% 21 0.5% 19 0.4% 15 0.3% 9 0.1%

間借り 11 0.4% 19 0.5% 26 0.6% 17 0.3% 17 0.3% 33 0.5%

7 0.2% 5 0.1% 0 0.0% 0 0.0% 9 0.2% 19 0.3%

252,984 100.0%

225,307 89.1%

26,981 10.7%

公営・公団・公社の借家 7,182 2.8%

民営借家 17,804 7.0%

給与住宅 420 0.2%

間借り 1,575 0.6%

696 0.3%

その他

その他※

2000年
（平成12年）

1995年
（平成7年）

2015年
（平成27年）

1990年
（平成2年）

三沢市

2015年
（平成27年）

2010年
（平成22年）

2005年
（平成17年）

青森県

総数

借家総数

持ち家

総数

持ち家

借家総数
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【高齢者世帯】 

 

 

 

2015（平成 27）年の高齢単身者数は 1,847 人で、その内訳としては 80～84 歳が最も

多く 414 人（22.4％）、次いで 65～69 歳の 404 人（21.9％）となっています。 

1990（平成 2）年から 2015（平成 27）年までの 25 年間で、高齢単身者数は約 4倍と

なっています。 

1995（平成 7）年では前期高齢者（65～74 歳）約 7 割に対して後期高齢者（75 歳以

上）約 3 割でしたが、2010（平成 22）年以降は前期高齢者約 4 割に対して後期高齢者

約 6割と逆転しており、高齢化が進んでいます。 

総世帯数に対する高齢単身者の割合を県全体と比較すると、80 歳以上では県全体よ

りやや高い値となっています。 

 

表 2-8 高齢単身者数の推移 

単位：人、％ 

 
出典：国勢調査各年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 高齢単身者構成割合の推移（出典：国勢調査各年版） 

実績 割合※ 割合 実績 割合※ 割合

13,369 14,350 15,484 15,855 16,211 16,367 100.0% - 510,945 100.0% -

458 676 996 1,223 1,416 1,847 11.3% 100.0% 61,580 12.1% 100.0%

65～69歳 180 257 338 271 321 404 2.5% 21.9% 15,403 3.0% 25.0%

70～74歳 143 188 304 378 275 378 2.3% 20.5% 12,956 2.5% 21.0%

75～79歳 89 141 189 315 399 339 2.1% 18.4% 13,243 2.6% 21.5%

80～84歳 35 64 130 179 269 414 2.5% 22.4% 11,739 2.3% 19.1%

85歳以上 11 26 35 80 152 312 1.9% 16.9% 8,239 1.6% 13.4%

総世帯数

高齢単身者数

三沢市 青森県

1990年
（平成2年）

1995年
（平成7年）

2000年
(平成12年)

2005年
(平成17年)

2010年
(平成22年)

2015年（平成27年） 2015年（平成27年）

・ 高齢単身者数は、ここ 25 年で約 4倍になっています。 

・ 2005（平成 17）年以降、後期高齢者の割合が増加しています。 

※総世帯数に対する割合 
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【高齢夫婦世帯】 

 

 

 

 

2015（平成 27）年の高齢夫婦世帯数は 1,494 世帯で、1990 年（平成 2）年から 987 世

帯増加し、約 3 倍に増えています。夫の年齢が 65～69 歳の世帯が最も多く、403 世帯

で 27.0％を占めています。 

1995（平成 7）年以降、夫の年齢が 75 歳以上の高齢夫婦世帯の割合が増加していま

す。 

2015（平成 27）年の高齢夫婦世帯構成割合を県全体と比較すると、県全体 11.0％に

対し、三沢市 9.1％と世帯の割合はやや低くなっています。 

 

表 2-9 高齢夫婦世帯数の推移（妻の年齢は 60 歳以上） 

単位：人、％ 

 
 出典：国勢調査各年版 

 

 

 

図 2-11 高齢夫婦世帯構成割合の推移（出典：国勢調査各年版） 

実績 割合※ 割合 実績 割合※ 割合

13,369 14,350 15,484 15,855 16,211 16,367 100.0% - 510,945 100.0% -

507 826 1,098 1,295 1,385 1,494 9.1% 100.0% 56,383 11.0% 100.0%
231 380 414 395 343 403 2.5% 27.0% 16,413 3.2% 29.1%
146 268 363 416 422 379 2.3% 25.4% 14,677 2.9% 26.0%
88 113 202 305 333 349 2.1% 23.4% 12,627 2.5% 22.4%
34 54 92 131 204 244 1.5% 16.3% 8,724 1.7% 15.5%
8 11 27 48 83 119 0.7% 8.0% 3,942 0.8% 7.0%

夫の年齢が65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳

85歳以上

1995年
（平成7年）

総世帯数
高齢夫婦世帯数

2015年（平成27年） 2015年（平成27年）
三沢市 青森県

1990年
（平成2年）

2010年
（平成22年）

2000年
（平成12年）

2005年
（平成17年）

・ 高齢夫婦世帯数は、ここ 25 年で約 3倍になっています。 

・ 1995（平成 7）年以降、夫の年齢が 75 歳以上の高齢夫婦世帯の割合が増加して

います。 

※ 一般世帯数に対する割合 
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（３）住宅の空き家状況 

 

 

 

 

 

2013（平成 25）年の空き家率は 20.0％（全国 13.5％、青森県 13.8％）となってお

り、2003（平成 15）年以降、年々増加する傾向にあります。 

一定の管理が行われていると考えられる二次的住宅等※1 及び賃貸又は売却用の住宅

※2を除いた空き家率は 8.7％（全国 5.3％、青森県 6.2％）となっており、こちらも年々

増加する傾向となっています。 

 
※１ 二次的住宅：別荘やたまに寝泊りしている人がいる住宅 
※２ 賃貸又は売却用の住宅：新築・中古を問わず、賃貸又は売却のために空き家になっている住宅 

 

表 2-10 空き家率の推移 

単位：戸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅・土地統計調査各年版 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 空き家率の推移（出典：住宅・土地統計調査各年版） 

・ 2013（平成 25）年の空き家率は 20.0％（青森県 13.8％）となっており、年々増

加する傾向です。 

・ 一定の管理が行われていると考えられる住宅を除いた空き家率は 8.7％（青森県

6.2％）となっており、年々増加する傾向です。 

2003年 2008年 2013年

（平成15年） （平成20年） （平成25年）

18,120 17,650 19,120

3,030 4,160 3,830

2,290 3,000 2,160

二次的住宅 120 270 80

賃貸用の住宅 2,140 2,660 2,040

売却用の住宅 30 70 40

その他の住宅 750 1,160 1,670

16.7 23.6 20.0

4.1 6.6 8.7

住宅総数　A

空き家数 B

二次的住宅等 C

空き家率(%)
B/A

二次的住宅等を除いた空き家率(%)
（B-C)/A

13.5  13.8 

20.0 

5.3  6.2 
8.7 

0

5

10

15

20

25

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

2003年
（平成15年）

2008年
（平成20年）

2013年
（平成25年）

二次的住宅 賃貸用の住宅

売却用の住宅 その他の住宅

空き家率 二次的住宅等を除いた空き家率 （％）
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表 2-11 全国・青森県・三沢市・近隣市町の空き家率 

単位：戸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2013(平成 25)年住宅・土地統計調査 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 全国・青森県・三沢市・近隣市町の空き家率 

（出典：2013(平成 25)年住宅・土地統計調査） 

全国 青森県 三沢市 青森市 弘前市 八戸市 十和田市 七戸町 東北町 おいらせ町 五戸町

60,628,600 586,300 19,120 135,570 80,210 107,550 30,790 6,300 6,640 9,170 6,760

8,195,600 81,200 3,830 20,830 9,580 16,520 5,200 710 640 360 610

5,012,000 44,600 2,160 14,960 5,110 10,700 3,360 110 240 160 50

二次的住宅 412,000 2,000 80 140 130 250 440 30 40 - -

賃貸用の住宅 4,291,800 40,900 2,040 14,150 4,630 10,170 2,870 80 200 160 40

売却用の住宅 308,200 1,700 40 670 350 280 50 - - - 10

その他の住宅 3,183,600 36,600 1,670 5,870 4,470 5,820 1,830 600 400 200 560

13.5 13.8 20.0 15.4 11.9 15.4 16.9 11.3 9.6 3.9 9.0

5.3 6.2 8.7 4.3 5.6 5.4 5.9 9.5 6.0 2.2 8.3

住宅総数　A

空き家数 B

空き家率(%)
B/A

二次的住宅等を除い
た空き家率(%)

（B-C)/A

二次的住宅等 C

13.5 

13.8 

20.0 

15.4  11.9 

15.4 
16.9 

11.3 
9.6 

3.9 

9.0 

5.3 
6.2 

8.7 

4.3 
5.6  5.4  5.9 

9.5 

6.0 

2.2 

8.3 
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空き家率 二次的住宅等を除いた空き家率 （％）
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（４）生活保護の被保護世帯の状況 

 

 

 

本市の生活保護の被保護世帯数は、2017（平成 29）年時点で 494 世帯となっており、

2013（平成 25）年以降増加しています。人口に対する受給人員の割合（保護率）も増加

傾向にあります。 

 

 

表 2-12 被保護世帯等の推移 

単位：世帯、人、％  

 

 
出典：2017(平成 29)年度三沢市統計書    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 被保護世帯数の推移（出典：2017(平成 29)年度三沢市統計書） 

 

2013年
（平成25年）

2014年
（平成26年）

2015年
（平成27年）

2016年
（平成28年）

2017年
（平成29年）

受給世帯 （世帯） 404 424 450 470 494

受給人員 （人） 496 514 549 572 606

保護率 （％） 1.23 1.29 1.39 1.44 1.55

・ 2017（平成 29）年の被保護世帯数は、494 世帯で 2013（平成 25）年以降増加し、

人口に対する受給人員の割合（保護率）も増加傾向にあります。 

404 424 450 470 494
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第３章 市営住宅の概要 

３－１ 市営住宅ストックの状況 

 

 

 

表 3-1 市営住宅一覧（2018(平成 30)年 10 月 1 日現在） 

※木崎野団地は建替中のため、管理戸数、入居戸数等は建替前の数字（以下、同じ） 

出典：三沢市建築住宅課 

管理棟数 管理戸数

西暦 和暦 (棟) (戸)

1 第一松園団地 耐火構造3階建 1983年度 昭和58年度 2 30

2 第二松園団地 耐火構造3階建 1984年度 昭和59年度 1 12

1990年度 平成2年度 1 12

1991年度 平成3年度 2 18

4 桜町団地 耐火構造6階建 2004年度 平成16年度 1 35

5 第一岡三沢団地
簡易耐火構造

2階建
1973年度 昭和48年度 2 8

木造平屋建 3 17

木造2階建 1 4

木造平屋建 3 14

木造2階建 3 14

木造平屋建 1 4

木造2階建 3 12

7 木崎野団地
簡易耐火構造

平屋建
1966年度 昭和41年度 7 26

8 駅東団地
簡易耐火構造

平屋建
1968年度 昭和43年度 10 36

1973年度 昭和48年度 1 24

1974年度 昭和49年度 1 24

1987年度 昭和62年度 1 16

1989年度 平成元年度 1 24

1990年度 平成2年度 1 16

1988年度 昭和63年度 1 24

1992年度 平成4年度 1 24

1993年度 平成5年度 1 24

1994年度 平成6年度 1 16

49 434合計

建築年度
№ 団地名 構造

6 古間木団地

10

2015年度 平成27年度

2016年度 平成28年度

2017年度 平成29年度

9 桜町改良住宅 耐火構造4階建

3 第三松園団地 耐火構造3階建

11

堀口団地

さつきヶ丘団地

耐火構造4階建

耐火構造4階建

・ 2018（平成 30）年 10 月時点で、本市には 11 団地、合わせて 49 棟 434 戸の市営

住宅が整備されています。 
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図 3-1 市営住宅分布図（2018(平成 30)年 10 月 1 日現在） 

（出典：三沢市建築住宅課） 

 

 



第３章 市営住宅の概要 

21 

３－２ 入居状況 

 

 

表 3-2 入居状況（2018(平成 30)年 10 月現在） 

 
 出典：三沢市建築住宅課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 入居状況（2018(平成 30)年 10 月現在） 

（出典：三沢市建築住宅課）

うち政策
空家

うち修繕
待ち

うち
入居可能
な空家

1 第一松園団地 29 1 0 1 0 30 96.7%

2 第二松園団地 12 0 0 0 0 12 100.0%

3 第三松園団地 29 1 0 1 0 30 96.7%

4 桜町団地 33 2 0 2 0 35 94.3%

5 第一岡三沢団地 6 2 2 0 0 8 100.0%

6 古間木団地 60 5 0 0 5 65 92.3%

7 木崎野団地 11 15 15 0 0 26 100.0%

8 駅東団地 14 22 22 0 0 36 100.0%

9 桜町改良住宅 16 32 32 0 0 48 100.0%

10 堀口団地 50 6 0 3 3 56 89.3%

11 さつきヶ丘団地 83 5 0 3 2 88 94.3%

343 91 71 10 10 434 94.5%

入居率
（政策空
家を除
く）

入居 空家 計

合計

団地名№

管理戸数(戸)

・ 市営住宅の管理戸数は、合計 434 戸であり、入居率は 94.5％となっています。 
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３－３ 入居世帯の世帯人員構成 

 

 

 

 

 

表 3-3 入居世帯の世帯人員構成（2018(平成 30)年 10 月現在） 

 

出典：三沢市建築住宅課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 入居世帯の世帯人員構成（2018(平成 30)年 10 月現在） 

（出典：三沢市建築住宅課）

№ 団地名
入居世帯数
（世帯）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人
入居者数
（人）

1 第一松園団地 29 17 8 3 1 0 46

2 第二松園団地 12 7 3 2 0 0 19

3 第三松園団地 29 12 11 5 1 0 53

4 桜町団地 33 27 5 1 0 0 40

5 第一岡三沢団地 6 3 2 1 0 0 10

6 古間木団地 60 22 27 9 2 0 111

7 木崎野団地 11 10 0 1 0 0 13

8 駅東団地 14 11 2 1 0 0 18

9 桜町改良住宅 16 15 0 0 1 0 19

10 堀口団地 50 18 15 12 4 1 105

11 さつきヶ丘団地 83 32 28 12 8 3 171

343 174 101 47 17 4 605

100.0% 50.7% 29.4% 13.7% 5.0% 1.2%

合計

入居者数別世帯数割合

・ 市営住宅の入居世帯数は 343 世帯、入居者数は 605 人で、1 世帯当たりの入居者

数は平均 1.76 人となっています。 

・ 世帯人員は 1 人世帯が約 50.7％、2 人世帯が約 29.4％と、約 8 割を 1 人または

2 人世帯が占めています。 
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３－４ 居住年数 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-4 入居世帯の居住年数（2018(平成 30)年 10 月現在） 単位：世帯 

 
出典：三沢市建築住宅課  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 入居世帯の居住年数（2018(平成 30)年 10 月 1 日現在） 

（出典：三沢市建築住宅課） 

№ 団地名
入居

世帯数
3年未満

3年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上

1 第一松園団地 29 2 5 3 5 1 13

2 第二松園団地 12 2 3 4 0 1 2

3 第三松園団地 29 1 4 3 4 1 16

4 桜町団地 33 4 5 6 11 0 7

5 第一岡三沢団地 6 0 1 0 0 2 3

6 古間木団地 60 60 0 0 0 0 0

7 木崎野団地 11 0 0 0 4 2 5

8 駅東団地 14 0 0 1 2 3 8

9 桜町改良住宅 16 0 0 0 0 3 13

10 堀口団地 50 7 8 6 7 6 16

11 さつきヶ丘団地 83 11 14 19 9 8 22

343 87 40 42 42 27 105合計

・ 入居世帯の居住年数は、20 年以上が約 30.6％と最も多く、次いで 3 年未満が約

25.4％（主たる要因として 2015～2017 年古間木団地建替事業が考えられる）と

なっています。 

・ 入居年数 20 年以上が半数以上を占めているのは、桜町改良住宅（81.3％）、駅東

団地（57.1％）、第三松園団地（55.2％）、第一岡三沢団地（50.0％）の 4団地と

なっています。 
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３－５ 募集・応募状況 

 

 

 

 

 

 

表 3-5 募集・応募状況一覧 

 

出典：三沢市建築住宅課 

 

 

 

 

  

募集
戸数

申込み
者数

倍率
募集
戸数

申込み
者数

倍率
募集
戸数

申込み
者数

倍率

1 第一松園団地 30

2 第二松園団地 12

3 第三松園団地 30

4 桜町団地 35 7 7 1.00 6 6 1.00 0 0 －

5 第一岡三沢団地 8 0 0 － 0 0 － 0 0 －

6 古間木団地 65 0 0 － 0 0 － 0 0 －

7 木崎野団地 26 0 0 － 0 0 － 0 0 －

8 駅東団地 36 0 0 － 0 0 － 0 0 －

9 桜町改良住宅 48 0 0 － 0 0 － 0 0 －

10 堀口団地 56 2 2 1.00 6 7 1.17 2 5 2.50

11 さつきヶ丘団地 88 5 5 1.00 5 7 1.40 5 8 1.60

434 18 25 1.39 18 30 1.67 8 18 2.25

4 11

2017（平成29）年度

No. 団地名

10 10.00 1 5 5.00

合計

2.75 1

管理
戸数

2015（平成27）年度 2016（平成28）年度

・ 2015（平成 27）年度から 2017（平成 29）年度の応募状況を見ると、年間 8戸か

ら 18 戸の空き家が発生しています。 

・ 応募倍率は、1 倍を超えており、特に市街地に建設されている松園団地への需要

は高い傾向にあります。 
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第４章 上位計画・関連計画 

４－１ 国・県の計画 

（１）住生活基本計画（全国計画） 

 

策定主体 国土交通省 

策定年次 2016（平成 28）年 3月 

計画期間 2016（平成 28）年度～2025（平成 37）年度 

施策の 

視点と目標 

①「居住者からの視点」 

目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現

(１) 希望する住宅を選択・確保できる環境を整備 

(２) 子どもを産み育てたいという思いを実現できる環境を整備し、希望出生率 1.8 の実現につな

げる 

目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現 

(１) 安全に安心して生涯を送ることができるための住宅の改善・供給 

(２) 希望する地域で住宅を確保し、日常生活圏において、介護・医療サービスや生活支援サービ

スが利用できる居住環境を実現 

目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

(１) 住宅を市場において自力で確保することが難しい低額所得者、高齢者、障害者、ひとり親・多

子世帯等の子育て世帯、生活保護受給者、外国人、ホームレス等（住宅確保要配慮者）が、安

心して暮らせる住宅を確保できる環境を実現 

②「住宅ストックからの視点」 

目標４ 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築 

(１) 「住宅すごろく」（住宅購入でゴール）を超えて、適切な維持管理やリフォームの実施によ

り、価値が低下せず、魅力が市場で評価され、流通することにより、資産として次の世代に承

継されていく新たな流れの創出 

(２) リフォーム投資の拡大と住み替え需要の喚起により、多様な居住ニーズに対応するとともに、

人口減少時代の住宅市場の新たな牽引力を創出 

目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

(１) 耐震性を充たさない住宅(約 900 万戸)、省エネ性を充たさない住宅やバリフリー化されてい

ない住宅等の建替えやリフォームなどにより、安全で質の高い住宅ストックに更新 

(２) 多数の区分所有者の合意形成という特有の難しさを抱える老朽化マンションの建替え・改修

を促進し、耐震性等の安全性や質の向上を図る 

目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進 

(１) 利活用、計画的な解体・撤去を推進し、増加を抑制 

(２) 地方圏においては特に増加が著しいため、対策を総合的に推進し、地方創生に貢献 

③「産業・地域からの視点」 

目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

(１) 住生活産業の担い手を確保・育成し、地域経済を活性化するとともに、良質で安全な住宅を

供給できる環境を実現 

(２) 住生活に関連する新しいビジネスを成長させ、居住者の利便性の向上とともに、経済成長に

貢献 

目標８ 住宅地の魅力の維持・向上 

(１) 地域の特性に応じて、居住環境やコミュニティをより豊かなものにすることを目指す 

(２) 国土強靱化の理念を踏まえ、自然災害等に対する防災・減災対策を推進し、居住者の安全性

の確保・向上を促進 
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（２）青森県基本計画 

 

≪未来を変える挑戦～強みをとことん、課題をチャンスに≫ 

策定主体 青森県 

策定年月 2013（平成 25）年 12 月 

目標年度 2018（平成 30）年度 

将来の青森県 
の姿 

生活創造社会 

青森県の「生業(なりわい)」と「生活」が生み出す価値が世界に貢献し
広く認められている状態 世界が認める「青森ブランド」の確立 
～「買ってよし、訪れてよし、住んでよし」の青森県～ 

分野ごとの 
めざす姿 

▼県民一人ひとりの経済基盤の確立(「生業(なりわい)」づくり)を実
現するための「産業・雇用」分野 

▼心の豊かさや命・健康・環境など、暮らしやすさを守り、発展させて
いくという「生活」面の充実を実現するための「安全・安心、健康」
分野と「環境」分野 

▼あらゆる分野で根幹をなす人財を育成するための「教育、人づくり」
分野 

 

【上北地域における今後 5年間の取組の基本方針と主な取組】 

(1)農林水産業の成長産業化と人財育成 

①消費者ニーズに対応した農林水産物や加工品の生産とブランド化 

②日本一健康な土づくり運動の定着と安全・安心な農林水産物の安定生産 

③高品質な農林水産物の効率的生産体制の構築 

④他業種との連携やグリーン・ツーリズムなどによる 6次産業化の推進 

⑤農村コミュニティの維持と地域づくりに貢献する人財の育成 

(2)地域特性を生かした多彩なエネルギーの利活用 

①風力発電や太陽光発電など地域特性を生かした再生可能エネルギーの導入促進 

②環境・エネルギー関連産業の振興 

(3)資源を最大限に生かした魅力づくりと滞在型観光の振興 

①本県を代表する観光地である十和田湖・奥入瀬渓流観光の活性化 

②三沢空港や七戸十和田駅などの交通拠点を生かした観光の推進 

③地域資源を組み合わせた面的観光ルートの形成 

④地域の暮らしや風土、歴史、文化に根ざした魅力や資源の掘り起こしと磨き上げ、

情報発信の強化 

⑤観光事業者、地域住民が一体となった、国内外からの観光客受入態勢の整備 

(4)安全・安心で健康に暮らせる地域づくりの推進 

①住民ヘルスリテラシー(健やか力)の向上による生活習慣の改善 

②包括ケアシステムの推進による保健・医療・福祉の連携充実 

③自然災害や感染症発生時における健康危機管理体制の強化 

④地域社会で取り組む自殺予防対策の推進 

⑤災害に強い地域づくりに向けた防災公共の推進 

⑥セーフコミュニティ※の理念の普及 

※セーフコミュニティ：事故によるけが、犯罪、暴力、自殺などを偶然の結果として捉

えるのではなく、科学的なデータに基づく適切なプログラムで予防し、改善につなげ

ていくために、行政、民間団体、地域住民など多くの主体の協働により、地域ぐるみ

で行う取組のこと。 
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（３）青森県住生活基本計画 

 

≪生活創造社会につながる豊かな住生活の実現をめざして≫ 

策定主体 青森県 

策定年月 
2007（平成 19）年 3月策定 
2017（平成 29）年 3月改定 

計画期間 2016（平成 28）年度～2025（平成 37）年度 

計画の目的 

 前計画と同様に、2015(平成 27)年度に行われた全国計画の改定に即
した内容とするとともに、本県の社会経済状況及び施策の効果に対す
る評価を踏まえ、これまでの住宅施策の取組みの適切な継承に配慮し
ながら、施策の基本方針、目標及び基本的な施策等の見直しを行い、
住生活関連施策の新たな方向性を示す。 

住宅政策の 
目標と 

基本的な施策 

目標 1.子育て世帯や高齢者を地域で支え合う住環境の形成 
目標 2.公共と民間、それぞれの役割に応じた住宅セーフティネットの形成
目標 3.良質な住宅を次世代につなげる社会の実現 
目標 4.青森の風土に根ざした安全で健康な住環境の形成 
目標 5.伝統と革新の合わせ技による住宅関連産業の振興 
目標6.ライフスタイルに応じた住生活を実現するリビングリテラシー

の醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

視点 目標
①子育て世帯向け住宅の供給促進
②世代間で助け合いながら地域で子どもを育む環境の整備
①高齢者向け住宅等の供給促進
②世帯の状況に応じて住まい方を選択できる環境づくり
①安心して暮らせる環境を支えるコミュニティの形成
②良好な街なみや景観形成の促進
③安全に安心して暮らせる住宅市街地の形成促進
④地域における防犯性能向上の促進
①公共賃貸住宅におけるセーフティネット機能の強化
②多様な主体・分野と連携した生活支援体制の整備
③生活支援施設の充実
④入居を拒まない民間賃貸住宅の供給促進
⑤民間活力の導入による公営住宅等の整備
⑥建替や再編等による創出用地のまちづくりへの有効活用
①公営住宅等の適切な供給
②ストックの長寿命化
①既存住宅のリフォーム等の促進
②瑕疵保険制度、既存住宅診断（インスペクション）制度の普及促進
①資産としての価値を形成するための施策の実施
②トラブルのない住宅市場の環境整備
③持ち家からの住みかえの円滑化支援
④良質な住宅市場の誘導
①住みかえや移住促進等に資する空き家の活用
②空き家の適正な管理及び活用促進
③不良な空き家の解体・撤去の促進
①耐震診断・耐震改修等の促進
②省エネ化、省資源化改修等住宅性能を高めるリフォームの促進
③厳しい環境に対応した青森型省エネ住宅の普及促進
④長寿命化、省CO２対策の促進
⑤ZEH、再生可能エネルギー活用等新技術への対応促進
①適切な維持管理の促進
②マンション管理の適正化
①地域の災害対策の普及啓発
②災害被害住宅の復興
③雪に強い住宅市街地の形成促進
①郊外型住宅地等の再活性化
②ライフステージに対応したまちなか居住等の誘導
③中山間地域の生活関連サービス等の確保の支援

（１）住宅関連技術者の確保 ①担い手の確保
①建築技術者の知識・技術の向上（技術者のボトムアップ）
②あおもり方式住宅マイスターの認定・普及（トップランナーのレベルアップ）
①住宅ストックビジネス等の育成、支援
②住宅建設等に関する新技術への対応
①県産材の利用促進
②公営住宅等の木造化、内装木質化の促進
①小・中学校、高等学校における住教育に対する支援
②県内高等教育機関と連携した住教育の充実
①住宅性能の維持・向上等のための普及啓発
②地域の住文化等を学ぶ機会の創出
①ライフステージに応じた住みかえを促す学びの機会の創出
②賃貸住宅に関する不安を解消するための情報提供

住宅
関連
産業

5.伝統と革新の合わせ技による
住宅関連産業の振興

（２）建築技術者等の育成

（３）住宅関連産業の振興

（４）県産材の活用

住教育
6.ライフスタイルに応じた住生活を
実現するリビングリテラシー
の醸成

（１）学校教育における住宅や
住まい方の教育の推進
（２）若年・子育て世帯から高齢者まで、
住宅や住まい方に関する学習機会の充実
（３）生涯にわたり無理なく住まいを
選択できる環境の醸成

住環境

3.良質な住宅を次世代に
つなげる社会の実現

（１）リフォーム市場の整備促進

（２）良質な既存住宅ストックの
流通促進

（３）空き家の適正管理、不良な
空き家の解体・撤去の促進

4.青森の風土に根ざした
安全で健康な住環境の形成

（１）安全で健康な住宅の形成

（２）住宅性能を低下させない
維持管理の促進

（３）地域の災害対策の促進

（４）持続可能な
まちづくりへの対応

基本的な施策

住まい手

1.子育て世帯や高齢者を
地域で支え合う住環境の形成

（１）若年・子育て世帯等が
安心して暮らせる環境づくり
（２）増加する高齢者のための
住宅等のニーズへの対応

（３）豊かで安全な地域
コミュニティの形成

2.公共と民間、それぞれの役割に
応じた住宅セーフティネットの形成

（１）公共・民間の役割を踏まえた
重層的な対応

（２）老朽化した公営住宅ストックの
更新及び有効活用
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（４）青森県県営住宅等長寿命化計画 

 

策定主体 青森県 

策定年月 
2017（平成 29）年 3月改定 

2018（平成 30）年 3月第 1回変更 
2018（平成 30）年 5月第 2回変更 

計画期間 2016（平成 28）年度～2025（平成 37）年度 

計画の目的 
 団地別、住棟別に改善、修繕、建替及び用途廃止の活用手法を計画
的に定めることにより、長寿命化による更新コストの削減と事業量の
平準化を図る。 

 

公営住宅における県と市町村の役割分担 

・将来的な公営住宅の需要減に対しては、県営住宅の戸数を減らして調整するものと

します。 

・県は、広域自治体として県内の市町村に共通する課題等に対してのモデルとなる事

業を実施します。なお、モデル事業の具体例としては、単身高齢者等の見守り体制の

構築事業、集会所を活用した多世代交流推進事業、需要減で不要となる住宅を福祉施

設等に利活用することなどがあげられます。 

・大規模団地の建替に当たっては、県営住宅所在市の福祉部局や住宅部局と共同で安

心住空間創出協議会を設置し、ハード・ソフト事業での対応を検討します。 

・住民の利便性向上、生活保護制度などの福祉施策との連携等の観点から、公営住宅の

効率的・効果的な供給を行うため、県から県営住宅所在市への事業主体変更（移管）

を含めた一元化に向け協議を行い、段階的に一元化を進めることとします。 

 

所在市別のストック活用計画 

三沢市 

活用手法 団地名 

管理戸数 

2015(平成 27)年度末 2025(平成 37)年度末 

県営住宅
特定公共

賃貸住宅
県営住宅 

特定公共 

賃貸住宅 

維持管理 
桜町 35 － 35 － 

小計 35 － 35 － 

合計 35 － 35 － 
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（５）青森県地域住宅等整備計画(第二期) 

 

策定主体 青森県 

策定年月 2016（平成 28）年 3月 

計画期間 2016（平成 28）年度～2020（平成 32）年度 

計画の目標 

・住宅の耐震化や狭あい道路の解消による防災対策や空き家等対策
等を行うことにより、安全で安心できる住まい・まちづくりを実現
する。 

・住宅の省エネ化、設備改善等を進めることにより、健康的かつ魅力
的な住まい・まちづくりを実現する。 

・バリアフリー化を促進し、誰もがともに安心して豊かな生活を送れ
る住まい・まちづくりを実現する。 
・公的賃貸住宅の的確な供給に加え、民間賃貸住宅の活用等により住
宅確保要配慮者の居住の安定を図る。 

【目標を定量化する指標等】 
 
 
 

 定量的指標の現況値及び目標値 
備考 

当初現況値 最終目標値 

2016 

(H28 当初) 

2020 

(H32 末) 

※中間目

標は任意

1.住宅土地統計調査等の統計データや事業実施状況をもとに算出する。

(住宅の耐震化率)＝(耐震性が確保された住宅数)／(全住宅数)(％) 

(2013 年) 

73％ 
95％ 

 

2.県内の住宅において、屋内の段差解消や手すりなど、高齢者等のために何

らかの設備を有する住宅の割合を算出する。(住宅・土地統計調査) 

(住宅バリアフリー化率)＝(高齢者等のための設備がある住宅数)／(全住宅

数)(％) 

(2013 年) 

35％ 
58％ 

 

3.指定道路図等の作成・公開状況をもとに算出する。 

(指定道路図等の作成・公開率)＝(作成・公開された路線数)／(全路線

数)(％) 

16％ 
(2018 年末) 

100％ 

 

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。 

 

目標を達成する 
ために必要な 
事業等に要する 

事業費 
 

(三沢市関係) 

 

事業 
事業 
主体 

事業内容・規模等 
交付期間内 
事業費 
(百万円) 

公営住宅等整備事業 三沢市
古間木団地建替 
（14 棟、65 戸） 

645

公営住宅等整備事業 三沢市
木崎野団地建替 
（7棟、16 戸） 

273

公営住宅等整備事業 三沢市
駅東団地建替 

（9棟、20 戸） 
44

公営住宅等ストック
総合改善事業 

三沢市
居住性向上・ 
長寿命化 

（8棟、134 戸） 
354

公営住宅等ストック
総合改善事業 

三沢市
長寿命化計画 

見直し 
7

 

  

○計画の成果目標(定量的指標) 

1.青森県における耐震性が確保された住宅の割合 

2.バリアフリーに対応した住宅の占める割合 

3.青森県における狭あい道路の指定道路図等の作成・公開された割合 

 

○定量的指標の定義及び算定式 
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４－２ 本市の計画 

（１）第二次三沢市総合振興計画 

 

策定主体 三沢市 

策定年月 2018（平成 30）年 3月 

計画期間 2018（平成 30）年度～2027（平成 39）年度 

基本理念 「未来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市」 

大綱と政策 
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（２）三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

策定主体 三沢市 

策定年月 2016（平成 28）年 3月 

計画期間 2015（平成 27）年度～2019（平成 31）年度 

基本目標と 

施策 

 

１．働きたくなるまち 

 

施策１．企業誘致と雇用創出 

施策２．農水産業の振興 

施策３．商業の振興 

 

 

２．住みたくなるまち 

 

施策１．移住・定住の促進 

施策２．交通網の充実 

施策３．観光の振興 

施策４．健康づくりの推進 

 

 

３．育てたくなるまち 

 

施策１．結婚・出産・子育てへの支援 

施策２．学校教育の充実 

施策３．男女共同参画社会の確立 

 

 

４．自慢したくなるまち 

 

施策１．国際化の推進 

施策２．文化・スポーツの振興 

施策３．防災体制の充実 

施策４．市民が輝くまちづくり 
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第５章 ストック推計 

５－１ ストック推計の考え方 

公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改定）では、公営住宅等の需要の見

通しの検討にあたっては、まず、将来（30 年程度の中長期）の時点における世帯数等

の推計を基に、公営住宅の施策対象（本来階層及び裁量階層）の世帯数を推計し、そ

のうち自力では最低居住面積水準を達成することが著しく困難な年収である世帯（以

下「住宅困窮世帯」という）を推計します。この推計手法を「ストック推計」といい、

国より配布されている『ストック推計プログラム（市区版）』により算定します。 

■ストック推計の流れ 

 

 

 

  

【ステップ３】公営住宅等の施策対象世帯のうち「住宅困窮世帯数」の推計 

公営住宅等の施策対象世帯のうち「住宅困窮世帯数」を推計 

【ステップ０】世帯数の推計 

将来の人口推計値と県世帯主率をもとに世帯主率を推定して世帯数を算出 

【ステップ１】借家世帯の収入分位別世帯数の推計 

将来のある時点（目標年次）の借家世帯の収入別世帯数を算出する。 

【ステップ２】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅等の施策対象世帯数」の推計 

公営住宅等の施策対象世帯数を推計する。 

 

 

世帯数＝世帯主数＝人口×世帯主率 

目標年次における世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計 

目標年次における借家世帯の収入分位五分位階級別世帯数の推計 

目標年次における収入分位五分位階級別の基準年収（政令月収）以下の世帯の割合 

本来階層： 

目標年次における収入分位 25%以下の世帯数

のうち 

・同居親族のいる世帯数 

・60 歳以上の高齢単身世帯数 

裁量階層： 

目標年次における収入分位 25%～40%以下の世帯数のうち 

・60 歳以上の高齢単身世帯数 

・60 歳以上の高齢夫婦世帯数 

・６歳未満の子どものいる子育て世帯数 

目標年次における公営住宅等の施策対象世帯数 

目標年次における民間賃貸住宅の１㎡あたりの家賃単価 

目標年次における世帯人員別の最低居住面積水準(延べ床面積)を満たす民間賃貸住宅の１ヶ月あたりの家賃 

必要年収未満の世帯数の割合 

目標年次における適正な家賃負担限度率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅に居住するために必要な年収 

公営住宅等の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満世帯数」 
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５－２ 世帯数の推計 

2020（平成 32）年以降 20 年間で 855 世帯減少し、2040（平成 52 年）年の将来世帯

数を 15,696 世帯と予測しています。また、2025（平成 37）年から 2030（平成 42）年

の 5 年間の減少率が同じと仮定すると、目標年次の 2028（平成 40）年の将来世帯数

を 16,360 世帯と予測しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 世帯数・世帯人員の推計 

推計：『ストック推計プログラム（市区版）』結果 

 

 

※『ストック推計プログラム（市区版）』では、「国立社会保障・人口問題研究所の「男女･年齢(5 歳)階

級別データ--『日本の地域別将来推計人口』（2013（平成 25）年 3月推計）」を使用している。国立社

会保障・人口問題研究所の将来推計人口は、2010（平成 22 年）までの国勢調査実績値により、2015（平

成 27 年）以降を推計値として算出しているため、本推計の 2015（平成 27 年）は推計値。 
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５－３ 住宅困窮世帯数の推計 

将来における住宅困窮世帯数を推計した結果は、次のとおりとなります。 

 

表 5-1 住宅困窮世帯数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 収入分位：全世帯を収入の低い順に並べたとき、各世帯の収入順位が下から何％に位置しているかを示

す数値。裁量階層は、地方公共団体の裁量により決められるもので、主に高齢者世帯や子育

て世帯などを対象とした世帯。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 住宅困窮世帯数の推計 

推計：『ストック推計プログラム（市区版）』結果 

 

※住宅困窮世帯は、民間賃貸住宅に入居する世帯のうち、公営住宅収入基準を満たし、適正な家賃負担限

度率の範囲で必要年収未満の世帯として P32 のストック推計の流れにより算出。 

  

単位：世帯 

例えば、推計プログラムによると 2040 年推計では次の条件を満たす世帯が対象となります。 

・1人世帯の場合：60 歳以上かつ年間収入が 178 万円未満世帯のうち 54％の世帯 

・2人世帯の場合：年間収入が 178 万円未満世帯のうち 67％の世帯 

・3人世帯の場合：年間収入が 178 万円未満世帯の全世帯 

・4人世帯の場合：年間収入が 178 万円未満世帯の全世帯、及び、年間収入が 178 万円以上 355 万円

未満世帯の 31％ 

954 956 927 893 871
791

670

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2015年
（平成27年）

2020年
（平成32年）

2025年
（平成37年）

2028年
（平成40年）

目標年次

2030年
（平成42年）

2035年
（平成47年）

2040年
（平成52年）

（世帯）

裁量階層

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ・Ⅵ分位

0～10% 10～15% 15～20% 20～25% 25～40%

政令月収（円） ～104,000 ～123,000 ～139,000 ～158,000 158,000～21,4000

2015（平成27）年 954 0 0 0 0 954

2020（平成32）年 951 4 0 0 0 956

2025（平成37）年 919 7 0 0 0 927

目標年次2028（平成40）年 883 10 0 0 0 893

2030（平成42）年 859 11 0 0 0 871

2035（平成47）年 776 15 0 0 0 791

2040（平成52）年 654 16 0 0 0 670

本来階層

収入分位※
合計
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５－４ 住宅困窮世帯の世帯人員別の推計 

住宅困窮世帯の世帯人員別の推計を構成比でみると「1人（60 歳以上）」、「3人」

及び「5 人」の世帯が増加傾向と推計されます。 

 

表 5-2 住宅困窮世帯数の推計（世帯人員別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推計値に小数点以下が含まれているため、合計が一致しないことがある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 住宅困窮世帯数の推計（世帯人員別構成比） 

推計：『ストック推計プログラム（市区版）』結果

単位：世帯 

2015年
（平成27年）

2020年
（平成32年）

2025年
（平成37年）

2028年
（平成40年）

目標年次

2030年
（平成42年）

2035年
（平成47年）

2040年
（平成52年）

世帯数 184 189 185 182 179 168 141

構成比 19.3% 19.7% 20.0% 20.4% 20.6% 21.2% 21.1%

世帯数 275 270 255 240 230 199 161

構成比 28.8% 28.3% 27.6% 26.9% 26.4% 25.1% 24.0%

世帯数 314 337 348 344 342 323 285

構成比 33.0% 35.3% 37.5% 38.6% 39.3% 40.8% 42.5%

世帯数 133 105 80 69 61 45 31

構成比 13.9% 11.0% 8.7% 7.7% 7.0% 5.7% 4.7%

世帯数 48 54 58 58 58 57 52

構成比 5.0% 5.7% 6.2% 6.5% 6.7% 7.2% 7.8%

世帯数 0 0 0 0 0 0 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

世帯数 954 956 927 893 871 791 670

構成比 - - - - - - -

5人

合計
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4人
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５－５ 確保が必要な市営住宅数の推計 

民間賃貸住宅のうち、低廉な家賃かつ一定の質が確保された住宅は、住宅困窮世帯

が入居できると考えられます。「低廉な家賃かつ一定の質が確保された民間賃貸住宅」

（以下「低廉な民間賃貸住宅」という）数から、住宅困窮世帯が入居可能な住宅数及

び、確保が必要な市営住宅数を推計します。 

 

【低廉な民間賃貸住宅算出の考え方】 

青森県の住宅扶助特別基準額は、1 人世帯で 23,100 円、2～6 世帯で 31,000 円

（2013（平成 25）年）であるため、1人世帯 20,000 円、2人世帯以上 30,000 円を

「低廉な家賃」と考えます。また、次の条件の両方に当てはまる住宅を「一定の質」

と考えます。 

 住宅面積は、30 ㎡以上※ 

 耐震性が確保されていると考えられる 1981（昭和 56）年以降に建設 

※最低居住面積水準は、1人世帯で 25 ㎡以上、2人世帯は 30 ㎡以上であり、統計上把握が可能な 30

㎡以上とした。 

 

■目標年の市営住宅数 

確保が必要な市営住宅数は、目標年の 2028（平成 40）年で 397 戸と見込まれる

ため、目標年の市営住宅数は、400 戸程度を確保するものとします（表 5-4）。 

 

また、表 5-2 住宅困窮世帯数の構成比を基に、間取り別目標市営住宅数を次のとお

り設定します。ただし、世帯人員の減少や空き状況等により、２LDK に 1 人が入居し

ていることなどもあることから、柔軟に運用していくこととします。 

 

表 5-3 間取り別市営住宅数の目標 

 

※管理戸数（予定）は駅東団地建替事業が完了し、かつ第一岡三沢団地、桜町改良住宅を廃止とした場合

の戸数とする。ただし県営桜町団地は含まない。 

 

単位：戸 

世帯数 構成比①

1人 １LDK・１DK 182 20.4% 81 56

2人 ２LDK・２DK 240 26.9% 108 55

3人以上 ３LDK・３DK 471 52.8% 211 241

893 100.0% 400 352

2028年（平成40年）

合計

間取り世帯人員 住宅困窮世帯 目標戸数
①×400戸

管理戸数※

（予定）
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表 5-4 住宅困窮世帯が入居可能な住宅数及び確保が必要な市営住宅数の推計  

単位：戸、世帯

2015年
（平成27年）

2020年
（平成32年）

2025年
（平成37年）

⽬標年
2028年※1
（平成40年）

2030年
（平成42年）

2035年
（平成47年）

2040年
（平成52年）

世帯数（推計） 16,436 16,551 16,478 16,360 16,280 16,114 15,696

（Ⅰ）住宅困窮世帯数（世帯） 954 956 927 893 871 791 670

（Ⅱ）住宅困窮世帯が⼊居可能な住宅（⼾）※3 498 501 499 496 494 489 477

１．低廉な⺠間賃貸住宅（⼾）
 ①⺠営借家（専⽤住宅）総数：4,820⼾
  （2013年住宅⼟地統計調査）
 ➁①のうち１⼈世帯は20,000円未満、
  2⼈以上世帯は30,000円未満の住宅：720⼾
  （2013年住宅⼟地統計調査）
 ③➁のうち30㎡以上の住宅：470⼾
  （2013年住宅⼟地統計調査）
 ④③のうち耐震性が確保されている住宅：362⼾
  470⼾×耐震化率77％ ※４

362 365 363 360 359 355 346

２．低廉な賃貸⽤の空き家（⼾）
 ①賃貸⽤の空き家（腐朽・破損なし）：1,340⼾
  （2013年住宅⼟地統計調査）
 ➁低家賃かつ⼀定の質が確保された⺠間賃貸住宅
  割合と同程度と想定
  362⼾÷4,820⼾＝7.5％
  1,340⼾×7.5％＝101

101 102 101 101 100 99 96

３．県営住宅（⼾） 35 35 35 35 35 35 35

（Ⅲ）確保が必要な市営住宅（⼾） （Ⅰ）-（Ⅱ） 456 454 427 397 378 303 193

※１：⽬標年2028（平成40）年は、線形補間（年々同じ割合で増減すると仮定）により算出  例：（Ⅰ）住宅困窮世帯数＝927-((927-871)÷5年)×3年＝893
※２：世帯数は推計値であり、2015（平成27）年国勢調査時の16,367とは異なる
※３：2013年住宅⼟地統計調査結果を現状値とし、世帯数の増減と連動すると仮定して各年の推計値を設定
※４：耐震化率は昭和56年を区切りとして算出（耐震化率77％＝昭和56年以降建築の⺠営借家3,760⼾/⺠営借家の全体数4,870⼾） 2013年住宅⼟地統計調査

※２
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第６章 市営住宅に関する課題 

前章までに整理した市営住宅の現状や今後の需要を踏まえ、課題を以下に整理しま

す。 

 

課題１ 需要を見据えた管理戸数及び規模の確保 

三沢市の人口、世帯数は今後減少する見込みとなっていますが、高齢単身者や生活

保護受給世帯は増加傾向にあり、今後も住宅支援が必要な世帯数は一定程度見込まれ

ます。また、住宅支援が必要な世帯の 2割程度が高齢単身者となっているなど、入居

者の特性もそれぞれ異なっており、入居者の特性やライフスタイルを踏まえた適切な

居住環境の提供が課題となっています。 

 

課題２ 市営住宅の効率的な修繕の実施 

三沢市の市営住宅は、整備から 50 年以上経過している住棟もあり、順次建替えに

向けた事業を進めています。点検により、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に

防ぐとともに、点検結果を活用した効率的な修繕など、予防保全的な維持管理、及び

耐久性の向上等を図る改善を実施し、市営住宅の長寿命化を実現する必要があります。 

 

課題３ 賃貸住宅の有効活用 

三沢市は、市内に立地する米軍基地やその関係者の居住などもあることから、県内

の市町村に比べて借家率が 4割と高く、賃貸用の空き家となっている住宅も多くなっ

ています。将来的な人口、世帯数の減少を考慮すると、賃貸用の空き家も増加してい

くことが考えられることから、これらの賃貸住宅の有効活用の検討が必要と考えられ

ます。 
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第７章 計画を推進するための基本方針 

７－１ 基本方針 

前章で整理した市営住宅に関する課題を踏まえ、市営住宅等の整備・活用や入居者の

住生活を支援するための基本方針を次のとおり定めます。 

 

方針１ 居住者の特性にあった居住環境の提供 

住宅支援が必要な世帯については、予測数に基づき、適切な管理戸数を維持すると

ともに、建替えにあたっては、増加する高齢単身者の入居を想定し、比較的小規模で

高齢者対応が充実した住戸の確保を検討します。 

なお、社会情勢や住宅事情に留意し、中間年次に目標管理戸数の精査・点検を行い、

目標年次以降も視野に入れた市営住宅の的確な供給に努めていくこととします。 

また、入居者の特性やライフスタイルを踏まえ、団地内、住戸内のバリアフリー化

を進めるとともに、居住者同士が交流することで、支えあい、見守りあえるコミュニ

ティ形成を支援します。 

 

方針２ 市営住宅の計画的な維持管理の推進 

既存の市営住宅については、老朽化の状況を把握するため、定期点検に加えて日常

点検を実施し、点検結果に基づく効率的な修繕を実施するとともに、修繕履歴を住宅

カルテに記録します。また、予防保全的な維持管理として中長期的な修繕計画を立案

し、計画的な維持管理を進めます。 

 

方針３ 多様な手法による住宅セーフティネットの強化 

公営住宅法の目的を踏まえ、一定水準の質が確保された市営住宅を供給するととも

に、市内に多くある賃貸住宅を有効活用していくため、家賃補助などの適切な方法を

検討していきます。また、民間賃貸住宅の買取り・借上げ制度等の手法や民間活力の

導入（ＰＰＰ／ＰＦＩ方式等）も検討し、多様な手法による住宅セーフティネットの

強化を進めます。 
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７－２ ストックの状況把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

今後の効率的な維持管理に向けて、点検（定期点検及び日常点検）の確実な実施、そ

の点検結果に応じた適切な修繕、それらの結果を今後の修繕・改善事業等に活用できる

よう適切にデータ管理することが重要であるため、次のとおり各ストック状況等を的確

に把握・管理を行います。 

・ 建築基準法に基づく法定点検の対象外である住棟を含めて、定期点検の実施方針

を位置づけます。 

・ 定期点検のほかに、外観からの目視により容易に確認することが可能な部位等に

ついては、日常点検を行います。 

・ 点検結果に応じた適切な修繕等を実施するとともに、修繕履歴を住宅カルテに記

録し、効率的な入居管理やストックの維持管理を進めます。 

・ 長寿命化のための中長期的な維持管理計画を策定し、既存ストックの適切な維持

管理に努めます。 

 

７－３ 改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関

する方針 

住棟や設備の老朽化や劣化による事故等を未然に防止するとともに、居住性の悪化

を招くことなく維持をしていくため、予防保全的な維持管理を基本として、次のとお

りライフサイクルコストの縮減を図ります。 

・ 修繕周期に先立って点検（定期点検及び日常点検）を行い、建物の老朽化や劣化

による事故等を未然に防ぐとともに、修繕や改善の効率的な実施につなげます。 

・ 予防保全的な維持管理及び耐久性の向上を図ることにより、市営住宅の長寿命化

を進めるとともに、居住者への安心感を構築します。 

・ 仕様のグレードアップ等により、建物の耐久性を向上させることにより、ライフ

サイクルコストの縮減を図ります。 

・ ライフサイクルコストの算定による改善効果の定量化を進めます。 
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第８章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

８－１ 対象 

長寿命化計画の対象住宅は、三沢市が管理する以下の市営住宅とします。木崎野団地は、建替

中であることから対象から除きます。 

 

表 8-1 対象となる市営住宅 

 

和暦 西暦 年 年度（西暦）

1 第一松園団地 耐火３階建 S58 1983 2 30 70 2053

2 第二松園団地 耐火３階建 S59 1984 1 12 70 2054

3 H2 1990 1 12 70 2060

4 H3 1991 2 18 70 2061

5 市営桜町団地 耐火６階建 H16 2004 1 35 70 2074

6 第一岡三沢団地
簡易耐火
２階建

S48 1973 2 8 45 2018

7 H27 2015 4 21 30 2045

8 H28 2016 6 28 30 2046

9 H29 2017 4 16 30 2047

10 駅東団地
簡易耐火
平屋建

S43 1968 10 36 45 2013

11 S48 1973 1 24 70 2043

12 S49 1974 1 24 70 2044

13 S62 1987 1 16 70 2057

14 H1 1989 1 24 70 2059

15 H2 1990 1 16 70 2060

16 S63 1988 1 24 70 2058

17 H4 1992 1 24 70 2062

18 H5 1993 1 24 70 2063

19 H6 1994 1 16 70 2064

20
古間木団地
（集会所）

木造平屋 H29 2017 1 - 30 2047

21
堀口団地
（集会所）

木造平屋 H1 1989 1 - 30 2019

44 408

公営住宅法による耐用年限
No. 住宅名

第三松園団地

堀口団地

構造
建設年度 棟数

（棟）
戸数
（戸）

耐火４階建

さつきヶ丘団地 耐火４階建

合計

耐火３階建

古間木団地
木造平屋
木造２階

桜町改良住宅 耐火４階建
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８－２ 事業手法と内容 

公営住宅等の整備手法には、5 つの事業パターンがあります。それぞれの内容は次のとおりで

す。本計画では、公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改定）に則り最適な事業手法

選定を検討します。 

 

 

表 8-2 各事業手法における基本的な考え方 

事業手法 内容 

(１)建替 

現存する公営住宅等を除却し、その敷地に新たに公営住宅等を

建設するものを「建替」とします。 

建替戸数分を他の建替団地で建設する場合や、他の利便性が高

い敷地に他の団地の戸数分と統合して新規建設する場合など、現

存する団地の敷地では用途廃止をし、他の敷地に新たに建設する

ものを「移転建替」とします。 

(２)全面的改善 

躯体以外の内装、設備等住戸内部全体及び大部分にわたって行

うものを「全面的改善」とします。 

(１)居住性確保型 

 例：間取りの改修、設備改修(給湯方式等) 等 

(２)福祉対応型 

 例：住戸内部や共用部分のバリアフリー化 等 

(３)安全性確保型 

 例：耐震改修、外壁改修 等 

(３)個別改善 

全面的改善によらず、公営住宅等の質の向上のために、以下の

改善・改修を個別に行うものを「個別改善」とする。特に長寿命

型改善を含むものについては「個別改善(長寿命化型)」としま

す。 

(１)居住性確保型 

 例：２戸１改善・増築等、トイレの洋式化 等 

(２)福祉対応型 

 例：住戸内手すり設置、段差解消、共有部高齢者対応 等 

(３)安全性確保型 

 例：耐震改修、外壁改修 等 

(４)長寿命化型 

 例：外壁改修、屋上防水、配管改修 等 

(４)維持管理 

公営住宅等の効用を維持するために行うものを「維持管理」と

します。 

・経常修繕 ・計画修繕 ・入退去修繕 等 

(５)用途廃止 

耐用年数が経過しており、将来にわたり団地を継続管理するこ

とが不適当と判断される場合、公営住宅等または共同施設の用途

を廃止し、敷地を他の用途へ有効に活用するものを「用途廃止」

とします。 
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８－３ 事業手法の選定フロー 

事業手法の選定は、最適な活用手法選定の基本的な考え方を踏まえ、図 8-1 のフロー、及び表

8-3 の判定基準設定の考え方に沿って実施します。なお、今後の法改正や公営住宅等長寿命化計

画策定指針（2016 年 8 月改定）の変更等があった際には、本計画の見直しに合わせて再検討し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-1 事業手法の選定フロー（出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改定））
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表 8-3 １次判定の判定基準設定の考え方 

 指針の内容 判定基準設定の考え方 使用した資料等 

需要 応募倍率及び空き家率の状

況等により需要を評価する 

応募倍率は全体として１を超

えているため、入居率から評価

する 

建築住宅課資料 

効率性 敷地の高度利用の可能性等

を検討し、建替事業の効率

性を評価する 

近年建替えが行われた団地は、

木造平屋もしくは二階建てで

あり、必ずしも高度利用の必要

性がないことから、敷地形状及

び規模で評価する 

敷地面積：課税台

帳 

敷地形状：設計図

書等 

立

地 

利便性 公共交通機関や公益施設等

が近接しているなど利便性

の高い場合は、団地を継続

管理することに適するもの

と評価する 

全団地が三沢駅や市役所が立

地する市街地内※に位置してい

るため、徒歩圏（300m）のバス

停の有無で評価する 

道路地図他 

地 域 バ

ランス 

地域バランス確保の観点か

ら、団地の継続管理の必要

性について評価する 

全団地が三沢駅や市役所が立

地する市街地内※に位置してい

るため、地域バランスの評価は

行わない 

－ 

災 害 危

険 区 域

等 

建築基準法第 39条の災害危

険区域及びその他法令等に

基づき災害の発生により住

民等の生命又は身体に危害

が生ずるおそれがあると認

められる区域内に存してい

るかを評価する 

ハザードマップが公表されて

いる洪水、津波、土砂災害区域

に含まれるかどうかで評価す

る 

ハザードマップ 

躯体の安全性 耐震改修の必要性の有無

と、必要な場合の耐震改修

の可能性を評価する 

耐震性の有無で評価する 建設年度、耐震診

断の結果 

避難の安全性 設計図書により二方向避難

及び防火区画の確保の状況

を評価する 

防火区画等は、公営住宅基準で

問題ないと考えられるため、二

方向避難（玄関とベランダ等の

二方向）の有無で評価する 

設計図書等 

居住性 設計図書等により、居住性

の現状及び改善の必要性を

評価する 

１）住戸面積 

２）省エネルギー性 

３）バリアフリー性（住戸

内、共用部分及び屋外） 

４）住戸内の設備状況：浴室

の設置状況等 

設計図書や現地から把握が可

能な、最低住戸面積（2 人世帯

の最低居住面積水準）、高齢者

対応（トイレ・浴室の手すりあ

り）、浴室の設置状況、３箇所

給湯の状況から評価する 

設計図書等 

※消防力の整備指針に規定する市街地（三沢市消防本部確認による）  
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８－４ １次判定 

前項に整理した選定フロー及び選定基準に基づき、市営住宅の１次判定を行います。 

１次判定では、「団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針（以下「社会

的特性」という）」と「住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性（以下「物理的特

性という」」の２つの視点から事業手法を仮設定します。 

 

（１）社会的特性による判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判定は、社会的特性を団地単位で確認し、「継続管理する団地」または「継続管理について判

断を留保する団地」の２つに分類します。判定基準は、表 8-4 のとおりとし、判定項目全てが

「○」の場合は「継続管理する団地」、いずれかの判定項目に１つでも「×」がある場合は、「継

続管理について判断を留保する団地」とします。 

 

表 8-4 社会的特性による判定基準 

判定項目 判定基準 判定

需要 入居率 
入居率が 50％以上 ○ 

入居率が 50％未満 × 

効率性 敷地 
敷地が整形で、敷地面積が 1,000 ㎡以上 ○ 

敷地が不整形または、敷地面積が 1,000 ㎡未満 × 

立地 

利便性 
徒歩圏（300ｍ）に最寄りのバス停がある ○ 

徒歩圏（300ｍ）に最寄りのバス停がない × 

安全性 
災害危険区域（洪水・津波・土砂災害）に含まれない ○ 

災害危険区域（洪水・津波・土砂災害）に含まれる × 

 

 

上記の判定項目全てが「○」の場合 継続管理する団地 

上記の判定項目１つでも「×」がある場合 継続管理について判断を留保する団地 
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表 8-5 １次判定（１）社会特性による判定結果 

 

 

  

ⅰ）需要 ⅱ）効率性 ⅲ）立地

和暦 西暦 利便性
災害危険

区域

1 第一松園団地 耐火３階建 S58 1983 96.7% ○ 2,003 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

2 第二松園団地 耐火３階建 S59 1984 100.0% ○ 1,953 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

3 H2 1990 96.7% ○ 3,581 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

4 H3 1991 96.7% ○ 3,581 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

5 市営桜町団地 耐火６階建 H16 2004 94.3% ○ 4,145 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

6 第一岡三沢団地
簡易耐火
２階建

S48 1973 100.0% ○ 1,250 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

7 H27 2015 92.3% ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

8 H28 2016 92.3% ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

9 H29 2017 92.3% ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

10 駅東団地
簡易耐火
平屋建

S43 1968 100.0% ○ 7,259 ○ × ○ ×
継続管理について判断

を留保する団地

11 S48 1973 100.0% ○ 2,428 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

12 S49 1974 100.0% ○ 2,428 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

13 S62 1987 89.3% ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

14 H1 1989 89.3% ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

15 H2 1990 89.3% ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

16 S63 1988 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

17 H4 1992 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

18 H5 1993 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

19 H6 1994 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

20
古間木団地
（集会所）

木造平屋 H29 2017 - ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

21
堀口団地
（集会所）

木造平屋 H1 1989 - ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地

さつきヶ丘団地

基本情報

堀口団地

構造
入居率

１次判定（１）社会的特性

木造平屋
木造２階

耐火４階建

耐火４階建

耐火４階建

建設年度

第三松園団地 耐火３階建

古間木団地

桜町改良住宅

No. 住宅名
敷地面積（㎡）

社会的特性の判定



第８章 公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

47 

（２）物理的特性による判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判定は、物理的特性について団地単位で確認し、「改善不要」・「改善が必要」・「優先的

な対応が必要（改善可能）」・「優先的な対応が必要（改善不可能）」の４つに分類します。 

 

１）躯体・避難の安全性に係る改善の必要性 

「躯体・避難の安全性に係る改善の必要性」は、「改善不要」または「改善が必要」の２つに

分類します。 

判定基準は、表 8-6 のとおりとし、判定項目全てが「○」の場合は「改善不要」と判定し、「居

住性に係る改善の必要性」判定に進みます。また、いずれかの判定項目に１つでも「×」がある

場合は、「改善が必要」と判定し、「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」判定に進みます。 

 

表 8-6 躯体・避難の安全性に係る改善の必要性の判定基準 

判定項目 判定基準 判定

躯体の安全性 

昭和 56 年の建築基準法施行令(新耐震基準)に基づき設計・施工。 

または、耐震診断の結果、耐震性があると診断 
○ 

耐震診断の結果、耐震性無し。または、耐震診断未実施 × 

避難の安全性 
二方向避難（玄関とベランダ等）が確保されている ○ 

二方向避難（玄関とベランダ等）が確保されていない × 

 

 

上記の判定項目全てが「○」の場合 
改善不要 

⇒「居住性に係る改善の必要性」判定へ 

上記の判定項目１つでも「×」があ

る場合 

改善が必要 

⇒「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」判定へ 
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２）躯体・避難の安全性に係る改善の可能性 

「躯体・避難の安全性に係る改善の可能性」は、「改善が必要」と判定された団地・住棟につ

いて、「改善の可能性」を「優先的な対応が必要（改善可能）」または「優先的な対応が必要（改

善不可能）」の２つに分類します。 

判定基準は、公営住宅法で定められている耐用年限を考慮し、表 8-8 のとおり判定します。 

 

表 8-7 公営住宅法の耐用年限 

構造 耐用年限 

耐火構造 70 年 

準耐火構造 45 年 

木造 30 年 

 

表 8-8 躯体・避難の安全性に係る改善の可能性の判定基準 

判定項目 判定基準 判定

改善の可能性 
建設してからの経過年数が耐用年限の半分未満 ○ 

建設してからの経過年数が耐用年限の半分以上 × 

 

 

３）居住性に係る改善の必要性 

「居住性に係る改善の必要性」は、「改善不要」または「改善が必要」の２つに分類します。 

判定基準は、表 8-9 のとおりとし、判定項目全てが「○」の場合は「改善不要」と判定します。

また、いずれかの判定項目に１つでも「×」がある場合は、「改善が必要」と判定します。 

 

表 8-9 居住性に係る改善の必要性の判定基準 

判定項目 判定基準 判定

最低住戸面積 
住戸面積 30 ㎡（２人世帯の最低居住面積水準）以上 ○ 

住戸面積 30 ㎡（２人世帯の最低居住面積水準）未満 × 

高齢者対応 
トイレ・浴室の手すりあり ○ 

トイレ・浴室の手すりあり × 

浴室・浴槽 
浴室・浴槽有 ○ 

浴室・浴槽無 × 

３箇所給湯 
(風呂・台所・洗面所) 

３箇所給湯有 ○ 

３箇所給湯無 × 

 

 

上記の判定項目全てが「○」の場合 改善不要 

上記の判定項目１つでも「×」がある場合 改善が必要 
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表 8-10 １次判定（２）物理的特性による判定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※集会所は、居住性に係る改善の必要性は評価せず、改善不要とする 

 

躯体の安全性

和暦 西暦
二方向
避難

改善
可能性

高齢化
対応

浴槽
三箇所
給湯

1 第一松園団地 耐火３階建 S58 1983
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要

2 第二松園団地 耐火３階建 S59 1984
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要

3 H2 1990
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要

4 H3 1991
新耐震
基準

○ 確保 ○ 61.5 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

5 市営桜町団地 耐火６階建 H16 2004
新耐震
基準

○ 確保 ○ 38.6 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

6 第一岡三沢団地
簡易耐火
２階建

S48 1973 - × - × 困難 43.2 ○ × × × 必要
優先的な対応が必要

（改善不可能）

7 H27 2015
新耐震
基準

○ 確保 ○ 49.7 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

8 H28 2016
新耐震
基準

○ 確保 ○ 43.5 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

9 H29 2017
新耐震
基準

○ 確保 ○ 60.5 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

10 駅東団地
簡易耐火
平屋建

S43 1968 - × 確保 ○ 31.3 ○ × × × 必要
優先的な対応が必要

（改善不可能）

11 S48 1973
耐震診
断済

○ 確保 ○ 40.7 ○ × × × 必要 改善が必要

12 S49 1974
耐震診
断済

○ 確保 ○ 40.7 ○ × × × 必要 改善が必要

13 S62 1987
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要

14 H1 1989
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要

15 H2 1990
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要

16 S63 1988
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要

17 H4 1992
新耐震
基準

○ 確保 ○ 67.2 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

18 H5 1993
新耐震
基準

○ 確保 ○ 67.2 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

19 H6 1994
新耐震
基準

○ 確保 ○ 67.2 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要

20
古間木団地
（集会所）

木造平屋 H29 2017
新耐震
基準

○ 確保 ○ - - - - - 不要 改善不要

21
堀口団地
（集会所）

木造平屋 H1 1989
新耐震
基準

○ 確保 ○ - - - - - 不要 改善不要

さつきヶ丘団地

基本情報

堀口団地

構造

避難の安全性 居住性に係る改善の必要性

１次判定（２）物理的特性

物理的特性の判定
耐震性

合計

木造平屋
木造２階

耐火４階建

耐火４階建

耐火４階建

建設年度

第三松園団地 耐火３階建

古間木団地

桜町改良住宅

No. 住宅名 最低住戸
面積（㎡）
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（３）１次判定の総合判定結果 

社会的特性及び物理的特性の判定結果を踏まえ、表 8-11 の事業手法の仮設定に従い、１次判定の総合判定結果（事業手法の仮設定）は表 8-12 のとおりとなります。 

Ａグループ、Ｂグループと判定された団地・住棟は、２次判定を行います。 

表 8-11 社会的特性及び物理的特性の検討結果に応じた事業手法の仮設定 

物理的特性 

社会的特性 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

継続管理する団地 維持管理 
改善、又は建替 

【Ａグループ】 

優先的な改善、又は優先的な建替 

【Ａグループ】 
優先的な建替 

継続管理について 

判断を留保する団地 

維持管理、 

又は用途廃止 

【Ｂグループ】 

改善、建替、 

又は用途廃止 

【Ｂグループ】 

優先的な改善、優先的な建替、 

又は優先的な用途廃止 

【Ｂグループ】 

優先的な建替、 

又は優先的な用途廃止 

【Ｂグループ】 

 

表 8-12 １次判定の総合判定（事業手法の仮設定）結果 

 

 
経過年数 ⅰ）需要 ⅱ）効率性 ⅲ）立地 躯体の安全性

和暦 西暦 2018現在 年 年度 利便性
災害危険

区域
二方向
避難

改善
可能性

高齢化
対応

浴槽
三箇所
給湯

1 第一松園団地 耐火３階建 S58 1983 35 2 30 70 2053 96.7% ○ 2,003 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

2 第二松園団地 耐火３階建 S59 1984 34 1 12 70 2054 100.0% ○ 1,953 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

3 H2 1990 28 1 12 70 2060 96.7% ○ 3,581 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

4 H3 1991 27 2 18 70 2061 96.7% ○ 3,581 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 61.5 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

5 市営桜町団地 耐火６階建 H16 2004 14 1 35 70 2074 94.3% ○ 4,145 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 38.6 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

6 第一岡三沢団地
簡易耐火
２階建

S48 1973 45 2 8 45 2018 100.0% ○ 1,250 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地 - × - × 困難 43.2 ○ × × × 必要
優先的な対応が必要

（改善不可能）
優先的な建替 －

7 H27 2015 3 4 21 30 2045 92.3% ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 49.7 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

8 H28 2016 2 6 28 30 2046 92.3% ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 43.5 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

9 H29 2017 1 4 16 30 2047 92.3% ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 60.5 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

10 駅東団地
簡易耐火
平屋建

S43 1968 50 10 36 45 2013 100.0% ○ 7,259 ○ × ○ ×
継続管理について判
断を留保する団地

- × 確保 ○ 31.3 ○ × × × 必要
優先的な対応が必要

（改善不可能）
優先的な建替又は
優先的な用途廃止

Bグループ

11 S48 1973 45 1 24 70 2043 100.0% ○ 2,428 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
耐震診
断済

○ 確保 ○ 40.7 ○ × × × 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

12 S49 1974 44 1 24 70 2044 100.0% ○ 2,428 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
耐震診
断済

○ 確保 ○ 40.7 ○ × × × 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

13 S62 1987 31 1 16 70 2057 89.3% ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

14 H1 1989 29 1 24 70 2059 89.3% ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

15 H2 1990 28 1 16 70 2060 89.3% ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

16 S63 1988 30 1 24 70 2058 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 59.2 ○ × ○ ○ 必要 改善が必要 改善、又は建替 Aグループ

17 H4 1992 26 1 24 70 2062 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 67.2 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

18 H5 1993 25 1 24 70 2063 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 67.2 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

19 H6 1994 24 1 16 70 2064 94.3% ○ 10,807 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ 67.2 ○ ○ ○ ○ 不要 改善不要 維持管理 －

20
古間木団地
（集会所）

木造平屋 H29 2017 1 1 - 30 2047 - ○ 12,962 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ - - - - - 不要 改善不要 維持管理 －

21
堀口団地
（集会所）

木造平屋 H1 1989 29 1 - 30 2019 - ○ 7,242 ○ ○ ○ ○ 継続管理する団地
新耐震
基準

○ 確保 ○ - - - - - 不要 改善不要 維持管理 －

44 408

※公営住宅法による耐用年限

さつきヶ丘団地

基本情報

堀口団地

構造
棟数
（棟）

戸数
（戸）

耐用年限※ 避難の安全性 居住性に係る改善の必要性

入居率

１次判定結果

１次判定（２）物理的特性

物理的特性の判定
耐震性

合計

１次判定（１）社会的特性

木造平屋
木造２階

耐火４階建

耐火４階建

耐火４階建

建設年度

第三松園団地 耐火３階建

古間木団地

桜町改良住宅

No. 住宅名 社会的特性の判定
敷地面積（㎡）

最低住戸
面積（㎡）
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８－５ ２次判定 

２次判定では、１次判定において事業手法・管理方針の判断を留保したＡグループ、Ｂグループの

団地・住棟を対象として、「ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較や当面の建替事業量の試算を踏ま

えた事業手法の仮設定」及び「将来ストック量を踏まえた事業手法の仮設定」の視点から事業手法を

仮設定します。 

 

（１）ＬＣＣ縮減効果による判定(Ａグループ) 

１次判定において、Ａグループと判定された団地・住棟を対象として、事業手法を仮設定し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善事業をする場合、建替事業を実施する場合のＬＣＣを比較し、改善又は建替のどちらの

事業が縮減できるかを判定します。 

 

「ＬＣＣ比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定」の判定基準は、表 8-

13 のとおりとします。 

（ＬＣＣの算出方法は、P53 及び第 11 章を参照） 
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表 8-13 ＬＣＣ比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定の判定基準 

判定項目 判定基準 判定 

改善事業を実施す

る場合と建替事業

を実施する場合の

事業費の比較 

改善事業よりも建替事業費の方がＬＣＣが縮減できる 建替 

建替事業よりも改善事業費の方がＬＣＣが縮減できる 改善 

 

 

上記の判定項目が「建替」の場合 
「建替」、または「優先的な建替」 

※他団地の状況を考慮して判定 

上記の判定項目が「改善」の場合 
「改善」、または「優先的な改善」 

※他団地の状況を考慮して判定 

 

 

（２）将来のストック量を踏まえた事業手法の仮判定(Ｂグループ) 

１次判定において、Ｂグループと判定された団地・住棟を対象として、事業手法を仮設定し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前章までに整理した入居状況・将来の市営住宅等必要戸数の推計等を勘案し、「継続管理する

団地」または「当面管理する団地(建替を前提としない)」の２つに分類します。 

「居住性に係る改善の必要性」の判定基準は、表 8-14 のとおりとします。 

なお、目標ストック数を超える団地が複数ある場合、社会的特性や物理的特性、建物の劣化状

況等を勘案し、総合的に判定するものとします。 

 

表 8-14 将来のストック量を踏まえた事業手法の判定基準 

判定項目 判定基準 判定 

将来のストック量 

目標ストック数の範囲 必要 

目標ストック数を超え、建設年度を考慮した上で、団地・住棟

単位で用途廃止の検討が可能 
余剰 
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上記の判定項目が「必要」の場合 継続管理する団地 

上記の判定項目が「余剰」の場合 当面管理する団地(建替を前提としない) 

 

「継続管理する団地」と判定された住宅については、これまでの検討結果を総合的に勘案し、

「維持管理」・「改善」・「建替」・「優先的な改善」・「優先的な建替」のいずれかの事業手

法に仮設定します。 

「当面管理する団地（建替を前提としない）」と判定された住宅については、「当面維持管理」・

「用途廃止」・「改善し当面維持管理」・「優先的に改善し当面維持管理」・「優先的な用途廃

止」のいずれかの事業手法に仮設定します。 
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（３）２次判定の総合判定結果 

 

表 8-15 ２次判定の総合判定結果 

 

ＬＣＣの算出方法 

 

 

 

 

 

建設費：建設時点に投資した建設工事費 

改善費：管理期間に想定される改善工事費の見込み額より修繕費相当額を控除 

修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額※ 

除却費：管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額※ 

※現時点以降、将来に発生すると想定されるコストについては、社会的割引率(4％)を適用して

現在価値化します。 

LCC縮減効果

和暦 西暦
平均縮減額

（千円/戸・年）

1 第一松園団地 耐火３階建 S58 1983 改善、又は建替 Aグループ 78 ○ 改善 － 改善 改善

2 第二松園団地 耐火３階建 S59 1984 改善、又は建替 Aグループ 77 ○ 改善 － 改善 改善

3 H2 1990 改善、又は建替 Aグループ 58 ○ 改善 － 改善 改善

4 H3 1991 維持管理 － － － － － － 維持管理

5 市営桜町団地 耐火６階建 H16 2004 維持管理 － － － － － － 維持管理

6 第一岡三沢団地
簡易耐火
２階建

S48 1973 優先的な建替 － － － － － － 優先的な建替

7 H27 2015 維持管理 － － － － － － 維持管理

8 H28 2016 維持管理 － － － － － － 維持管理

9 H29 2017 維持管理 － － － － － － 維持管理

10 駅東団地
簡易耐火
平屋建

S43 1968
優先的な建替又は

優先的な用途廃止
Bグループ － － － 必要 優先的な建替 優先的な建替

11 S48 1973 改善、又は建替 Aグループ 41 ○ 改善 －
改善し当面維

持管理
改善し当面維

持管理

12 S49 1974 改善、又は建替 Aグループ 39 ○ 改善 －
改善し当面維

持管理
改善し当面維

持管理

13 S62 1987 改善、又は建替 Aグループ 80 ○ 改善 － 改善 改善

14 H1 1989 改善、又は建替 Aグループ 63 ○ 改善 － 改善 改善

15 H2 1990 改善、又は建替 Aグループ 61 ○ 改善 － 改善 改善

16 S63 1988 改善、又は建替 Aグループ 71 ○ 改善 － 改善 改善

17 H4 1992 維持管理 － － － － － － 維持管理

18 H5 1993 維持管理 － － － － － － 維持管理

19 H6 1994 維持管理 － － － － － － 維持管理

20
古間木団地
（集会所）

木造平屋 H29 2017 維持管理 － － － － － － 維持管理

21
堀口団地
（集会所）

木造平屋 H1 1989 維持管理 － － － － － － 維持管理

さつきヶ丘団地

基本情報

堀口団地

構造
１次判定結果

２次判定 ２次判定結果

LCC縮減効果
による判定

将来のストック
量による判定

木造平屋
木造２階

耐火４階建

耐火４階建

耐火４階建

建設年度

第三松園団地 耐火３階建

古間木団地

桜町改良住宅

No. 住宅名
２次判定まで

の結果
２次判定

ＬＣＣ＝(建設費＋改善費＋修繕費＋除却費) 

 【単位：千円/戸・年】
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８－６ ３次判定 

１次判定では社会的特性、物理的特性による判定を行いました。また、２次判定では、コストや必

要量を考慮しての判定を行いましたが、これまでの判定指標には考慮されなかった地域が持つ固有

の制約条件などにより、判定された手法が合理的ではない場合も考えられます。 

したがって、３次判定では、「集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の判定」と

「事業費の試算及び事業の実施時期の調整検討」を行い、事業手法の総合的な判定・見直しを行いま

す。 

 

（１）集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の判定 

１次・２次判定を踏まえて、周辺の再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事業手法に

判定された住棟が混在する団地については、効率的な事業を実施するため、必要に応じて事業

手法の再判定を行います。 

「集約・再編等の可能性」の判定基準は、表 8-16 のとおりとします。 

 

表 8-16 将来のストック量を踏まえた事業手法の判定基準 

判定項目 判定基準 判定 

効率的な活用 

団地としての一体的な活用の見直しの必要性 

※二次判定までで、同一団地内で異なる活用手法となった場合

のみ 

不要 

必要あり 

集約・再編 近隣の団地の活用手法に配慮した、統合・集約の必要性 
不要 

必要あり 

地域ニーズ 
上位・関連計画による事業や公共施設等の建設・建替事業等との

連携の必要性 

不要 

必要あり 

 

 

上記の判定項目全てが「不要」の場合 事業手法の変更なし 

上記の判定項目のうち、１つでも「必要あり」の場合 事業手法の再検討 
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（２）事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

中長期的な期間（30 年）のうちに想定される事業等に係る事業費を試算します。また、事業

量及び事業費が偏在しないよう実施時期を調整し、各事業の実施時期を決定します。 

 

①事業費の設定 

中長期的な期間内の改善事業、建替事業等にかかる費用を試算するための事業費の単価につ

いては、社団法人不動産協会「長期修繕計画の作成指針」等に基づき次のとおり設定します。ま

た、すべて税抜き価格とします。 

 

表 8-17 事業費の設定 

工事項目 数量・単位 工事単価（円） 

仮設足場費（外装） ㎡ 2,000～3,000 

外壁塗装 ㎡ 3,000～6,000 

屋上防水貼替（撤去を含む） ㎡ 15,000～20,000 

給水管取替 戸 250,000～400,000 

給湯器取替※１ 戸 1,000,000 

ガス管取替※１ 戸 1,330,000 

エレベーター取替 基 10,000,000～30,000,000 

給水メーター取替※2 戸 40,000 

自動火災報知器取替 戸 100,000～150,000 

火災警報器取替※3 戸 30,000 

    ※１：三沢市公営住宅等長寿命化計画更新業務委託報告書の値を基に物価上昇を考慮して再算出 

    ※２：給水メーターは実勢価格 

    ※３：火災警報器は、工事単価 10,000 円/基（実勢価格）で、１戸あたり 3 基と想定 

 

②事業実施時期の調整 

事業費の試算においては、前項までの事業手法に基づき試算します。なお、事業費の試算につ

いて、足場の施工や居室への立ち入りを最小限にするなど工事の効率を考慮して同時施工が望

ましい場合や、一定の時期に事業費が集中するなど円滑に事業を実施することが困難と判断さ

れる場合等は、事業費の平準化のために建設年度を考慮した実施時期の調整等を行い、管理の見

通しを作成します。なお、全団地での平準化のため、木崎野団地も含めて検討します。 

また、本検討における耐用年限は、これまでの管理実績等を踏まえ、長寿命化を実施した場合

は耐火構造 70 年、木造 45 年、長寿命化を実施しない場合は耐火構造 50 年、木造 30 年として検

討します。 
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表 8-18 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048

和暦 西暦 年 年度 （円/単位） （千円/棟） H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58 H59 H60

1-1 第一松園団地 1号棟 耐火３階建 S58 1983 1 12 70 2053 58 ,718 5

屋上防水 20 288 ㎡ 20,000 5,768 5,768

外壁塗装 20 630 ㎡ 9,000 5,670 5,670

給水管 30 12 戸 400,000 4,800 4,800

ガス管 30 12 戸 1,330,000 15,960 15,960

給湯器 15 12 戸 1,000,000 12,000 12,000 12,000

給水メーター 8 12 戸 40,000 480 480 480 480

火災警報器 10 12 戸 30,000 360 360 360 360

その他 12 戸

除却 12 戸

建替 12 戸

1-2 第一松園団地 2号棟 耐火３階建 S58 1983 1 18 70 2053 86 ,167 5

屋上防水 20 418 ㎡ 20,000 8,362 8,362

外壁塗装 20 765 ㎡ 9,000 6,885 6,885

給水管 30 18 戸 400,000 7,200 7,200

ガス管 30 18 戸 1,330,000 23,940 23,940

給湯器 15 18 戸 1,000,000 18,000 18,000 18,000

給水メーター 8 18 戸 40,000 720 720 720 720

火災警報器 10 18 戸 30,000 540 540 540 540

その他 18 戸

除却 18 戸

建替 18 戸

2 第二松園団地 3号棟 耐火３階建 S59 1984 1 12 70 2054 58 ,525 6

屋上防水 20 279 ㎡ 20,000 5,575 5,575

外壁塗装 20 630 ㎡ 9,000 5,670 5,670

給水管 30 12 戸 400,000 4,800 4,800

ガス管 30 12 戸 1,330,000 15,960 15,960

給湯器 15 12 戸 1,000,000 12,000 12,000 12,000

給水メーター 8 12 戸 40,000 480 480 480 480

火災警報器 10 12 戸 30,000 360 360 360 360

その他 12 戸

除却 12 戸

建替 12 戸

3 第三松園団地 4号棟 耐火３階建 H2 1990 1 12 70 2060 58 ,483 12

屋上防水 20 277 ㎡ 20,000 5,533 5,533

外壁塗装 20 630 ㎡ 9,000 5,670 5,670

給水管 30 12 戸 400,000 4,800 4,800

ガス管 30 12 戸 1,330,000 15,960 15,960

給湯器 15 12 戸 1,000,000 12,000 12,000 12,000

給水メーター 8 12 戸 40,000 480 480 480 480

火災警報器 10 12 戸 30,000 360 360 360 360

その他 12 戸

除却 12 戸

建替 12 戸

4-1 第三松園団地 5号棟 耐火３階建 H3 1991 1 12 70 2061 69 ,767 13

屋上防水 20 279 ㎡ 20,000 5,574 5,574 5,574

外壁塗装 20 630 ㎡ 9,000 5,670 5,670 5,670

給水管 30 12 戸 400,000 4,800 4,800

ガス管 30 12 戸 1,330,000 15,960 15,960

給湯器 15 12 戸 1,000,000 12,000 12,000 12,000

給水メーター 8 12 戸 40,000 480 480 480 480

火災警報器 10 12 戸 30,000 360 360 360 360

その他 12 戸

除却 12 戸

建替 12 戸

4-2 第三松園団地 6号棟 耐火３階建 H3 1991 1 6 70 2061 37 ,505 13

屋上防水 20 144 ㎡ 20,000 2,883 2,883 2,883

外壁塗装 20 450 ㎡ 9,000 4,050 4,050 4,050

給水管 30 6 戸 400,000 2,400 2,400

ガス管 30 6 戸 1,330,000 7,980 7,980

給湯器 15 6 戸 1,000,000 6,000 6,000 6,000

給水メーター 8 6 戸 40,000 240 240 240 240

火災警報器 10 6 戸 30,000 180 180 180 180

その他 6 戸

除却 6 戸

建替 6 戸

単位住宅名 構造
建設年度 棟数

（棟）

改善

合計
（千円）

耐用年限
までの年

数
戸数
（戸）

耐用年限
数量

計画期間内の管理見通し（2019～2028年）　（千円） 中長期的な管理見通し（2029～2048年）　（千円）

金額周期
（年）

項目

基本情報

号棟No.
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2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048

和暦 西暦 年 年度 （円/単位） （千円/棟） H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58 H59 H60

5 市営桜町団地 耐火６階建 H16 2004 1 35 70 2074 148 ,222 26

屋上防水 20 830 ㎡ 20,000 16,596 16,596 16,596

外壁塗装 20 2,160 ㎡ 9,000 19,440 19,440 19,440

給水管 30 35 戸 400,000 14,000 14,000

ガス管 30 35 戸 1,330,000 46,550 46,550

給湯器 15 35 戸 1,000,000 35,000

給水メーター 8 35 戸 40,000 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

自動火災報知器 35 戸 150,000 5,250

エレベーター 40 1 基 10,000,000 10,000 10,000

その他 35 戸

除却 35 戸

建替 35 戸

6 第一岡三沢団地
1号棟
2号棟

簡易耐火
２階建

S48 1973 2 8 45 2018 0

屋上防水 20 ㎡ 20,000 0

外壁塗装 20 ㎡ 9,000 0

給水管 30 戸 400,000 0

ガス管 30 戸 1,330,000 0

給湯器 15 戸 1,000,000 0

給水メーター 8 戸 40,000 0

火災警報器 10 戸 30,000 0

その他 戸

除却 8 戸 1,000,000 8,000 8,000

建替 8 戸

7 古間木団地
1～4
号棟

木造平屋
木造２階

H27 2015 4 21 45 2060 123 ,030 12

屋上防水 20 1,365 ㎡ 20,000 27,300 27,300

外壁塗装 20 1,560 ㎡ 9,000 14,040 14,040

給水管 30 21 戸 400,000 8,400 8,400

ガス管 30 21 戸 1,330,000 27,930 27,930

給湯器 15 21 戸 1,000,000 21,000 21,000 21,000

給水メーター 8 21 戸 40,000 840 840 840 840 840

連動型火災警報器 21 戸

その他 21 戸

除却 21 戸

建替 21 戸

8 古間木団地
5～10
号棟

木造平屋
木造２階

H28 2016 6 28 45 2061 166 ,380 13

屋上防水 20 1,820 ㎡ 20,000 36,400 36,400

外壁塗装 20 2,340 ㎡ 9,000 21,060 21,060

給水管 30 28 戸 400,000 11,200 11,200

ガス管 30 28 戸 1,330,000 37,240 37,240

給湯器 15 28 戸 1,000,000 28,000 28,000 28,000

給水メーター 8 28 戸 40,000 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120

連動型火災警報器 28 戸

その他 28 戸

除却 28 戸

建替 28 戸

9 古間木団地
11～14

号棟

木造平屋
木造２階

H29 2017 4 16 45 2062 96 ,440 14

屋上防水 20 1,040 ㎡ 20,000 20,800 20,800

外壁塗装 20 1,560 ㎡ 9,000 14,040 14,040

給水管 30 16 戸 400,000 6,400 6,400

ガス管 30 16 戸 1,330,000 21,280 21,280

給湯器 15 16 戸 1,000,000 16,000 16,000 16,000

給水メーター 8 16 戸 40,000 640 640 640 640

連動型火災警報器 16 戸

その他 16 戸

除却 16 戸

建替 16 戸

10 駅東団地
簡易耐火
平屋建

S43 1968 10 36 45 2013 0

屋上防水 36 ㎡

外壁塗装 36 ㎡

給水管 36 戸

ガス管 36 戸

給湯器 36 戸

給水メーター 36 戸

火災警報器 36 戸

その他 36 戸

除却 36 戸 1,000,000 36,000 36,000

建替 20 戸 15,790,000 315,800 63,160 63,160 63,160 63,160 63,160

単位住宅名 構造
建設年度 棟数

（棟）

改善

合計
（千円）

耐用年限
までの年

数
戸数
（戸）

耐用年限
数量

計画期間内の管理見通し（2019～2028年）　（千円） 中長期的な管理見通し（2029～2048年）　（千円）

金額周期
（年）

項目

基本情報

号棟No.
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2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048

和暦 西暦 年 年度 （円/単位） （千円/棟） H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58 H59 H60

11 桜町改良住宅 1号棟 耐火４階建 S48 1973 1 24 50 2023 1 ,680

屋上防水 20 24 ㎡ 20,000 480

外壁塗装 20 24 ㎡ 9,000 216

給水管 30 24 戸 400,000 9,600

ガス管 30 24 戸 1,330,000 31,920

給湯器 15 24 戸 1,000,000 24,000

給水メーター 8 24 戸 40,000 960 960

火災警報器 10 24 戸 30,000 720 720

その他 24 戸

除却 24 戸 1,000,000 24,000 24,000

建替 24 戸

12 桜町改良住宅 2号棟 耐火４階建 S49 1974 1 24 50 2024 1 ,680

屋上防水 20 24 ㎡ 20,000 480

外壁塗装 20 24 ㎡ 9,000 216

給水管 30 24 戸 400,000 9,600

ガス管 30 24 戸 1,330,000 31,920

給湯器 15 24 戸 1,000,000 24,000

給水メーター 8 24 戸 40,000 960 960

火災警報器 10 24 戸 30,000 720 720

その他 24 戸

除却 24 戸 1,000,000 24,000 24,000

建替 24 戸

13 堀口団地 1号棟 耐火４階建 S62 1987 1 16 70 2057 71 ,774 9

屋上防水 20 279 ㎡ 20,000 5,574 5,574

外壁塗装 20 280 ㎡ 9,000 2,520 2,520

給水管 30 16 戸 400,000 6,400 6,400

ガス管 30 16 戸 1,330,000 21,280 21,280

給湯器 15 16 戸 1,000,000 16,000 16,000 16,000

給水メーター 8 16 戸 40,000 640 640 640 640 640

火災警報器 10 16 戸 30,000 480 480 480 480

その他 16 戸

除却 16 戸

建替 16 戸

14 堀口団地 3号棟 耐火４階建 H1 1989 1 24 70 2059 113 ,159 11

屋上防水 20 423 ㎡ 20,000 8,459 8,459

外壁塗装 20 1,020 ㎡ 9,000 9,180 9,180

給水管 30 24 戸 400,000 9,600 9,600

ガス管 30 24 戸 1,330,000 31,920 31,920

給湯器 15 24 戸 1,000,000 24,000 24,000 24,000

給水メーター 8 24 戸 40,000 960 960 960 960 960

火災警報器 10 24 戸 30,000 720 720 720 720

その他 24 戸

除却 24 戸

建替 24 戸

15 堀口団地 2号棟 耐火４階建 H2 1990 1 16 70 2060 76 ,814 12

屋上防水 20 279 ㎡ 20,000 5,574 5,574

外壁塗装 20 840 ㎡ 9,000 7,560 7,560

給水管 30 16 戸 400,000 6,400 6,400

ガス管 30 16 戸 1,330,000 21,280 21,280

給湯器 15 16 戸 1,000,000 16,000 16,000 16,000

給水メーター 8 16 戸 40,000 640 640 640 640 640

火災警報器 10 16 戸 30,000 480 480 480 480

その他 16 戸

除却 16 戸

建替 16 戸

単位住宅名 構造
建設年度 棟数

（棟）

改善

合計
（千円）

耐用年限
までの年

数
戸数
（戸）

耐用年限
数量

計画期間内の管理見通し（2019～2028年）　（千円） 中長期的な管理見通し（2029～2048年）　（千円）

金額周期
（年）

項目

基本情報

号棟No.
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2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048

和暦 西暦 年 年度 （円/単位） （千円/棟） H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58 H59 H60

16 さつきヶ丘団地 1号棟 耐火４階建 S63 1988 1 24 70 2058 110 ,579 10

屋上防水 20 423 ㎡ 20,000 8,459 8,459

外壁塗装 20 840 ㎡ 9,000 7,560 7,560

給水管 30 24 戸 400,000 9,600 9,600

ガス管 30 24 戸 1,330,000 31,920 31,920

給湯器 15 24 戸 1,000,000 24,000 24,000 24,000

給水メーター 8 24 戸 40,000 960 960 960 960

火災警報器 10 24 戸 30,000 720 720 720 720

その他 24 戸

除却 24 戸

建替 24 戸

17 さつきヶ丘団地 2号棟 耐火４階建 H4 1992 1 24 70 2062 136 ,056 14

屋上防水 20 524 ㎡ 20,000 10,488 10,488 10,488

外壁塗装 20 1,140 ㎡ 9,000 10,260 10,260 10,260

給水管 30 24 戸 400,000 9,600 9,600

ガス管 30 24 戸 1,330,000 31,920 31,920

給湯器 15 24 戸 1,000,000 24,000 24,000 24,000

給水メーター 8 24 戸 40,000 960 960 960 960

火災警報器 10 24 戸 30,000 720 720 720 720

その他 24 戸

除却 24

建替 20 24 20,000

18 さつきヶ丘団地 3号棟 耐火４階建 H5 1993 1 24 70 2063 20 9,000 136 ,056 15

屋上防水 20 524 ㎡ 20,000 10,488 10,488 10,488

外壁塗装 20 1,140 ㎡ 9,000 10,260 10,260 10,260

給水管 30 24 戸 400,000 9,600 9,600

ガス管 30 24 戸 1,330,000 31,920 31,920

給湯器 15 24 戸 1,000,000 24,000 24,000 24,000

給水メーター 8 24 戸 40,000 960 960 960 960

火災警報器 10 24 戸 30,000 720 720 720 720

その他 24 戸

除却 24 戸

建替 24 戸

19 さつきヶ丘団地 4号棟 耐火４階建 H6 1994 1 16 70 2064 46 ,718 16

屋上防水 20 352 ㎡ 20,000 7,038 7,038

外壁塗装 20 960 ㎡ 9,000 8,640 8,640

給水管 30 16 戸 400,000 6,400 6,400

ガス管 30 16 戸 1,330,000 21,280 21,280

給湯器 15 16 戸 1,000,000 16,000

給水メーター 8 16 戸 40,000 640 640 640 640

火災警報器 10 16 戸 30,000 480 480 480 480

その他 16 戸

除却 16 戸

建替 16 戸

20
古間木団地
（集会所）

木造平屋 H29 2017 1 45 2062 3 ,728

屋上防水 20 121 ㎡ 20,000 2,420 2,420

外壁塗装 20 132 ㎡ 9,000 1,188 1,188

給水管 30 1 戸 400,000 400

ガス管 30 1 戸 1,330,000 1,330

給湯器 15 戸 1,000,000 0

給水メーター 8 1 戸 40,000 40 40 40 40

火災警報器 10 戸 30,000 0

その他 戸

除却 戸

建替 戸

21
堀口団地
（集会所）

木造平屋 H1 1989 1 5 45 2034 3 ,768

屋上防水 20 121 ㎡ 20,000 2,420 2,420

外壁塗装 20 132 ㎡ 9,000 1,188 1,188

給水管 30 1 戸 400,000 400

ガス管 30 1 戸 1,330,000 1,330

給湯器 15 戸 1,000,000 0

給水メーター 8 1 戸 40,000 40 40 40 40 40

火災警報器 10 戸 30,000 0

その他 戸

除却 戸

建替 戸

単位住宅名 構造
建設年度 棟数

（棟）

改善

合計
（千円）

耐用年限
までの年

数
戸数
（戸）

耐用年限
数量

計画期間内の管理見通し（2019～2028年）　（千円） 中長期的な管理見通し（2029～2048年）　（千円）

金額周期
（年）

項目

基本情報

号棟No.
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2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048

和暦 西暦 年 年度 （円/単位） （千円/棟） H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58 H59 H60

22 木崎野団地
1～2
号棟

木造平屋 H30 2018 2 4 45 2063 27 ,620 15

屋上防水 20 260 ㎡ 20,000 5,200 5,200

外壁塗装 20 780 ㎡ 9,000 7,020 7,020

給水管 30 4 戸 400,000 1,600 1,600

ガス管 30 4 戸 1,330,000 5,320 5,320

給湯器 15 4 戸 1,000,000 4,000 4,000 4,000

給水メーター 8 4 戸 40,000 160 160 160 160

連動型火災警報器 4 戸

その他 4 戸

除却 4 戸

建替 4 戸

23 木崎野団地
3～4
号棟

木造平屋 H31 2019 2 5 45 2064 19 ,120 16

屋上防水 20 325 ㎡ 20,000 6,500 6,500

外壁塗装 20 780 ㎡ 9,000 7,020 7,020

給水管 30 5 戸 400,000 2,000

ガス管 30 5 戸 1,330,000 6,650

給湯器 15 5 戸 1,000,000 5,000 5,000

給水メーター 8 5 戸 40,000 200 200 200 200

連動型火災警報器 5 戸

その他 5 戸

除却 5 戸

建替 5 戸 15,790,000 78,950 78,950

24 木崎野団地 7号棟 木造平屋 H32 2020 2 4 45 2065 16 ,700 17

屋上防水 20 260 ㎡ 20,000 5,200 5,200

外壁塗装 20 780 ㎡ 9,000 7,020 7,020

給水管 30 4 戸 400,000 1,600

ガス管 30 4 戸 1,330,000 5,320

給湯器 15 4 戸 1,000,000 4,000 4,000

給水メーター 8 4 戸 40,000 160 160 160 160

連動型火災警報器 4 戸

その他 4 戸

除却 4 戸

建替 4 戸 15,790,000 63,160 63,160

25 木崎野団地
5～6

号棟
木造２階建 H33 2021 1 3 45 2066 10 ,770 18

屋上防水 20 195 ㎡ 20,000 3,900 3,900

外壁塗装 20 390 ㎡ 9,000 3,510 3,510

給水管 30 3 戸 400,000 1,200

ガス管 30 3 戸 1,330,000 3,990

給湯器 15 3 戸 1,000,000 3,000 3,000

給水メーター 8 3 戸 40,000 120 120 120 120

連動型火災警報器 3 戸

その他 3 戸

除却 3 戸

建替 3 戸 15,790,000 47,370 47,370

51 429 1,679,460 228,338 181,392 132,511 160,040 101,956 64,280 105,360 56,080 69,400 48,240 108,200 75,000 28,840 44,384 43,547 72,110 120,225 62,860 55,686 27,263 37,748 45,332 15,023 6,560 78,236 58,400 112,890 76,440 44,520 15,880

凡例 供用

除却

建替

改善

単位住宅名 構造
建設年度 棟数

（棟）

改善

合計
（千円）

耐用年限
までの年

数
戸数
（戸）

耐用年限
数量

計画期間内の管理見通し（2019～2028年）　（千円） 中長期的な管理見通し（2029～2048年）　（千円）

金額周期
（年）

項目

基本情報

号棟No.
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（３）３次判定の総合結果 

表 8-19 ３次判定の総合結果 

  

和暦 西暦 効率的な活用 集約・再編 地域ニーズ 新規整備 改善 除却 建替

1 第一松園団地 耐火３階建 S58 1983 不要 不要 不要 0 144,885 0 0 改善

2 第二松園団地 耐火３階建 S59 1984 不要 不要 不要 0 58,525 0 0 改善

3 H2 1990 不要 不要 不要 0 58,483 0 0 改善

4 H3 1991 不要 不要 不要 0 107,272 0 0 維持管理

5 市営桜町団地 耐火６階建 H16 2004 不要 不要 不要 0 148,222 0 0 維持管理

6 第一岡三沢団地
簡易耐火
２階建

S48 1973 不要 不要 必要あり
2035年には必要戸数が303戸程度となる見込みのため、用途廃
止とする。

0 0 8,000 0 用途廃止

7 H27 2015 不要 不要 不要 0 123,030 0 0 維持管理

8 H28 2016 不要 不要 不要 0 166,380 0 0 維持管理

9 H29 2017 不要 不要 不要 0 96,440 0 0 維持管理

10 駅東団地
簡易耐火
平屋建

S43 1968 不要 不要 不要 0 0 36,000 315,800 優先的な建替

11 S48 1973 不要 不要 必要あり
前回建替判定で長寿命化に向けた改善等が行われていないた
め、目標年度まで維持管理しその後用途廃止とする。

0 1,680 24,000 0 用途廃止

12 S49 1974 不要 不要 必要あり
前回建替判定で長寿命化に向けた改善等が行われていないた
め、目標年度まで維持管理しその後用途廃止とする。

0 1,680 24,000 0 用途廃止

13 S62 1987 不要 不要 不要 0 71,774 0 0 改善

14 H1 1989 不要 不要 不要 0 113,159 0 0 改善

15 H2 1990 不要 不要 不要 0 76,814 0 0 改善

16 S63 1988 不要 不要 不要 0 110,579 0 0 改善

17 H4 1992 不要 不要 不要 0 136,056 0 0 維持管理

18 H5 1993 不要 不要 不要 0 136,056 0 0 維持管理

19 H6 1994 不要 不要 不要 0 46,718 0 0 維持管理

20
古間木団地
（集会所）

木造平屋 H29 2017 不要 不要 不要 0 3,728 0 0 維持管理

21
堀口団地
（集会所）

木造平屋 H1 1989 不要 必要あり 不要
2034年に耐用年限を迎えるが、住戸棟の更新とタイミングが合わない

ため、長寿命化型改善をしながら、維持管理する
0 3,768 0 0 維持管理

0 1,605 ,250 92 ,000 315 ,800

事業手法
の決定

集約・再編等の可能性

合計

木造平屋
木造２階

耐火４階建

耐火４階建

耐火４階建

建設年度

第三松園団地 耐火３階建

古間木団地

桜町改良住宅

No. 住宅名

３次判定

総事業費（千円/団地）

さつきヶ丘団地

基本情報

堀口団地

構造
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第９章 計画期間内における事業の実施方針 

９－１ 点検の実施方針 

（１）定期点検の実施方針 

市営住宅の安全性を適正に保つためには、定期点検により各施設等の劣化を正確

に把握し、それに対応して維持管理していくことが必要です。 

したがって、法定点検の対象となっている住棟は、引き続き法令に基づく適切な

点検を実施します。法定点検の対象外の住棟は、建築基準法 12 条の規定に準じて

法定点検と同様の点検（あわせて「定期点検」という）を実施します。 

 

法定点検 

建築基準法 12 条では、一定以上の規模の建築物の敷地、構造、昇降機及び建築

設備について、定期的に損傷、腐食その他劣化の状況を点検することを義務付けて

います。 

 

（２）日常点検の実施方針 

目視により確認することが容易な部位については、不具合への迅速な対応を図る

観点から、必要に応じて日常点検を実施します。 

遊具、外構、自転車置き場等、法定点検の点検項目になく、市営住宅の適切な維

持管理のために状況を把握することが必要な対象については、日常点検において点

検を行います。 

 

日常点検 

日常点検は、年 1回程度、「公営住宅等日常点検マニュアル（2016（平成 28）年

8 月国土交通省 住宅局 住宅総合整備課）」に則り実施するもので、建築基準法 12

条で規定する有資格者以外による実施も可能です。 
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表 9-1 定期点検・日常点検の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            参考資料：「公営住宅等日常点検マニュアル」 

 

（３）点検結果の活用 

定期点検や日常点検の結果は、データベースに記録し、修繕・維持管理の的確な

実施や次回の点検に役立てることとします。 

バルコニー等の入居者が専用的に使用する共用部分や、台所・浴室のガスホース

等の専用部分のうち入居者の安全性に係る部位・部品等については、住宅内部に立

ち入る必要があることから、入退去時には確実に点検を実施し、その点検記録を蓄

積します。 

 

  

法定点検(従来通り) 
 
 

法定点検(従来通り) 
原則として内容、方法等は 

法定点検と同じ 

 

法定点検の対象となる公営住宅等 法定点検の対象外の公営住宅等 

定期点検 

日常点検 

＋補完 ＋補完 
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９－２ 計画修繕の実施方針 

（１）計画修繕の内容と周期 

計画修繕は、経年劣化により老朽化した設備等を原状回復する工事です。計画期

間内に実施する修繕は、公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改定）に示

されている表 9-2 の修繕周期表を基本として実施します。 

 

（２）点検結果を踏まえた適切な修繕計画 

点検（定期点検・日常点検）により、老朽化が見られた場合には、老朽化の度合

いや危険度に応じて優先順位を付けるなど実状を踏まえた実施時期を検討します。

日常点検等により、建物の安全性が確認され、劣化が確認されない場合には、他の

団地の老朽度や各年の修繕費コストを鑑みて、予定の修繕周期を延期することも考

えられます。なお、住戸内の修繕については、入居者が退去後に随時、点検及び修

繕を行うこととします。 

 

（３）計画修繕の効率化 

工事時期の近い修繕内容や建設年代の近い住棟、同じ住棟タイプの工事時期を調

整するなど、工事の効率化やコスト軽減を図ります。また、改善工事の時期と近い

場合は、改善事業に合わせて修繕を行うことにより、効率化を図ります。 

 

（４）修繕履歴のデータベース化 

今後の修繕や改善等の実施に向け、修繕した内容をデータベース化し、次回の修

繕時期や修繕内容に役立てます。 
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表 9-2 修繕周期表 1/4 
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修繕周期表 2/4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 9 章 計画期間内における事業の実施方針 

68 

修繕周期表 3/4 
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修繕周期表 4/4 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改定） 
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９－３ 改善事業の実施方針 

（１）改善事業の内容と周期 

今後も活用を図る団地について、居住性・安全性、躯体の長寿命化等の必要性を

考慮し、適正な個別改善事業を実施します。計画期間内においては、「長寿命化型」

に関連する事業を優先的に実施するものとします。「福祉対応型」については、居

住者の特性やニーズを踏まえて実施時期を検討し、実施するものとします。 

なお、改善事業の周期は、公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改定）

の修繕周期を基本としつつ、同時施工の効率性や年度ごとの事業費の平準化を考慮

して決定します。 

 

表 9-3 改善事業の対象 

改善 住戸改善 共用部分改善 屋外・外構改善 

長寿命化型 ・屋内設備配管改修

(グレードアップ) 

 

・屋根改修 

(葺替、カバー工法)

・屋上防水改修 

(かぶせ工法) 

・外壁塗装改修 

(グレードアップ) 

・外断熱改修 

(躯体保護) 

・屋内設備配管改修

(グレードアップ) 

・集会所の屋根･外

壁改修 

・受水槽改修 

(グレードアップ) 

・屋外フェンス改修

(グレードアップ) 

 

安全性確保型  ・外壁改修 

(躯体補修) 

・昇降機改修 

(既存不適格改善) 

・遊具改修 

(既存不適格改善) 

・屋外通路整備･改

修 

(舗装化、段差解消)

・屋外埋設ガス管改

修 

福祉対応型   ・集会所便所改修

(バリアフリー化) 

居住性向上型   ・公共下水道切替 

出典：青森県県営住宅等長寿命化計画 
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９－４ 建替事業の実施方針 

建替事業にあたっては事業量の平準化を図り、建設年度が古い住宅から優先に建替を

実施します。 

これまで市営住宅では中層の鉄筋コンクリート造が採用されることが多くありまし

たが、鉄筋コンクリート造が採用された理由としては、需要の増加に対する必要戸数

を確保する必要があったこと、木造住宅は、耐久性や断熱性等が劣るとされてきたこ

とが主な原因と考えられます。 

今後の市営住宅等の需要推計を踏まえると、当面は現状の管理戸数を維持していく

ことが必要ですが、今後必要量が減少すると見込まれます。また、現在の木造住宅建

築の技術は進歩しており、以前に比べ高耐久かつ高性能となっています。 

これらを踏まえ、今後の建替事業においては、世帯ニーズに応じた型別供給を行うと

ともに、省エネ化・県産木材の活用・住宅産業振興などの観点からも、木造の住宅によ

る建替を検討していきます。また、住宅の規模については、住生活基本計画（全国計画）

を念頭に置きつつも、民間賃貸住宅の平均面積などとのバランスが図られるように設定

するものとします。 

建替判定となった駅東団地については、入居している世帯の仮住まいを確保した上で、

現地建替を 2021（平成 33）年度～2025（平成 37）年度で実施します。 
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第１０章 長寿命化のための事業実施予定一覧の作成 

計画期間内に実施する計画修繕・改善・建替等の事業実施予定を整理するため、次の

様式を作成します。 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第 10 章 長寿命化のための事業実施予定一覧の作成 

73 

 

 

 

 

 

  

【
様

式
１

】
計

画
修

繕
・

改
善

事
業

の
実

施
予

定
一

覧
（

1
/
2
）

公
営

住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優

賃
（

公
共

供
給

）
改

良
住

宅
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

法
定

点
検

法
定

点
検

に
準

じ
た

点
検

2
0
1
9

H
3
1

20
2
0

H
3
2

2
0
2
1

H3
3

2
02
2

H
3
4

2
0
2
3

H
35

2
0
24

H
3
6

2
0
2
5

H
3
7

2
0
2
6

H
3
8

20
2
7

H
3
9

2
0
2
8

H4
0

1
号

棟
1
2

耐
火

３
階

建
S
5
8

2
0
2
0

H3
2

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
9
3
6

2
号

棟
1
8

耐
火

３
階

建
S
5
8

2
0
2
0

H3
2

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
1
,
4
0
4

第
二
松

園
団

地
3
号

棟
1
2

耐
火

３
階

建
S
5
9

2
0
2
0

H3
2

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
9
2
4

4
号

棟
1
2

耐
火

３
階

建
H2

2
0
2
0

H3
2

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
6
9
6

5
号

棟
1
2

耐
火

３
階

建
H3

2
0
2
0

H3
2

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替

屋
上

防
水

外
壁

塗
装

5
7
6

6
号

棟
6

耐
火

３
階

建
H3

2
0
2
0

H3
2

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替

屋
上

防
水

外
壁

塗
装

2
8
8

市
営
桜

町
団

地
市

営
・

県
営

3
5

耐
火

６
階

建
H
1
6

2
0
2
0

H3
2

エ
レ

ベ
ー

タ
改

修
屋

上
防

水
外

壁
塗

装
3
,
7
1
0

1
号

棟
2
4

耐
火

４
階

建
S
4
8

2
0
2
0

H3
2

2
号

棟
2
4

耐
火

４
階

建
S
4
9

2
0
2
0

H3
2

三
沢

市

構
造

　
事

業
主
体

名
：

　
住

宅
の
区

分
：

団
地
名

第
一
松

園
団

地

第
三
松

園
団

地

桜
町
改

良
住

宅

次
期

点
検

時
期

L
C
C

縮
減

効
果

(
千

円
/

年
)

備
考

住
棟

番
号

戸
数

建
設

年
度

修
繕

・
改
善

事
業

の
内

容



第 10 章 長寿命化のための事業実施予定一覧の作成 

74 

【
様

式
１

】
計

画
修

繕
・

改
善

事
業

の
実

施
予

定
一

覧
（

2
/
2
）

公
営

住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優

賃
（
公

共
供
給

）
改

良
住

宅
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

法
定

点
検

法
定

点
検

に
準

じ
た

点
検

20
19

H3
1

2
02

0
H
32

2
02
1

H3
3

20
2
2

H
34

2
02

3
H3

5
20

24
H3
6

2
02

5
H
37

2
02
6

H3
8

20
27

H
39

2
02

8
H4

0

1
号
棟

16
耐

火
４

階
建

S
62

2
02

0
H
32

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
1
,
2
8
0

3
号
棟

24
耐

火
４

階
建

H1
2
02

0
H
32

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
1
,
5
1
2

2
号
棟

16
耐

火
４

階
建

H2
2
02

0
H
32

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
9
7
6

1
号
棟

24
耐

火
４

階
建

S
63

2
02

0
H
32

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
1
,
7
0
4

2
号
棟

24
耐

火
４

階
建

H4
2
02

0
H
32

屋
上

防
水

外
壁

塗
装

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
1
,
4
4
0

3
号
棟

24
耐

火
４

階
建

H5
2
02

0
H
32

屋
上

防
水

外
壁

塗
装

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
1
,
6
5
6

4
号
棟

16
耐

火
４

階
建

H6
2
02

0
H
32

給
水

管
・

ガ
ス

管
取

替
1
,
3
6
0

堀
口

団
地

さ
つ

き
団

地

建
設

年
度

次
期

点
検

時
期

修
繕

・
改
善

事
業

の
内
容

L
C
C

縮
減

効
果

(
千

円
/

年
)

備
考

　
住
宅

の
区

分
：

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
構

造

　
事
業

主
体

名
：

三
沢

市



第 10 章 長寿命化のための事業実施予定一覧の作成 

75 

  【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

木崎野団地 - 26
簡易耐火
平屋建

1966
（S41）

2018～2021
（H30～33）

7,120 建替事業実施中

駅東団地 - 36
簡易耐火
平屋建

1968
（S43）

2020～2025
（H32～37）

8,680

※木崎野団地のLCCは建替後（木造平屋と二階建て・16戸・長寿命化型改善・評価期間40年）を想定して算出

※駅東団地のLCCは建替後（木造平屋と二階建て・20戸・長寿命化型改善・評価期間40年）を想定して算出

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

三沢市

LCC
（千円/
年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期

備考
新規又は建替
整備予定年度

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
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第１１章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

公営住宅等長寿命化計画策定指針（2016 年 8 月改定）に示されているライフサイク

ルコスト（ＬＣＣ）算出の考え方に基づき、３次判定の結果、「新規整備及び建替事業」

と判定した団地・住棟について、ＬＣＣ算定プログラムを活用し、ライフサイクルコス

トを算出します。 

 

１１－１ 対象団地及び算出結果 

３次判定の結果、「建替事業」と判定した駅東団地を対象とし算出した結果、駅東

団地の建替後のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）は、434,136 円/戸・年となります。 

 

１１－２ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出方法 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出方法は、公営住宅等長寿命化計画策定指針

（2016 年 8 月改定）に記載の内容によるものとし、以下に整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

  １）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の基本的な考え方」の用語解説 
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図 11-1 ライフサイクルコストの算出イメージ 
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  ２）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出の基本的な考え方①・➁」の解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出の基本的な考え方➂」の解説 
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【参考資料】  本編 P37 表 5-4（Ⅱ）住宅困窮世帯が入居可能な住宅 根拠データ 

１．低廉な民間賃貸住宅 ① 民営借家数（専用住宅数）4,820 戸 

[2013（平成 25）年住宅・土地統計調査] 

 
 
１．低廉な民間賃貸住宅 ② 30,000 円未満の住宅数 720 戸 

１．低廉な民間賃貸住宅 ③ ②のうち 30㎡以上の住宅 470 戸 

[2013（平成 25）年住宅・土地統計調査] 

 
 
  

第７表　 住宅の所有の関係(5区分)，建て方(4区分)，階数(4区分)別専用住宅数―市区

Table 7.  Dwellings Used Exclusively for Living by Tenure of Dwelling (5 Groups), Type of Building (4 Groups) and Stories of Building (4 Groups) - Shi and Ku

総　数 一戸建　　　　Detached houses 長屋建　　　　Tenement-houses 共同住宅　　　　　　　　　　Apartments その他

総　数 １階建 ２階建以上 総　数 １階建 ２階建以上 総　数 １階建 ２ ３ ～ ５ ６階建以上

Total Total story stories and over Total story stories and over Total story stories stories and over Others

207　 三　　  沢　　　市 Misawa-shi
専　  用　  住　  宅　  総 　 数 5-A 1) 14,630 10,760 3,740 7,020 780 330 450 3,070 - 1,900 1,170 - 20

　持　　　　　　ち　　　　　　家 6-A 8,120 7,990 1,710 6,280 110 60 50 20 - 10 10 - -

　借　　　　　　　　　　　　　家 6-B 6,160 2,580 1,900 670 640 240 390 2,940 - 1,770 1,160 - 10

　　公　   営 　 の 　 借  　 家 6-B1 220 - - - 10 - 10 220 - - 220 - -

　　都市再生機構(UR)・公社の借家 6-B2 - - - - - - - - - - - - -

　　民　　   営 　 　 借   　 家 6-B3 4,820 2,390 1,770 620 590 240 350 1,830 - 1,660 170 - -

　　給　　   与　　　 住　 　 宅 6-B4 1,120 180 130 50 40 - 40 890 - 110 780 - 10

1)　住宅の所有の関係「不詳」を含む。 1)  Including tenure of dwelling "Not reported".

住宅の所有の関係 (5区分)

Tenure of dwelling (5 Groups)

第84表　 住宅の建て方(5区分)，延べ面積(6区分)，１か月当たり家賃(19区分)別民営借家(専用住宅)数―市区

Table 84.  Rented Houses Owned Privately (Used Exclusively for Living) by Type of Building (5 Groups), Area of Floor Space (6 Groups) and Monthly Rent (19 Groups) - Shi and Ku

総　数 １か月当たり家賃 Monthly rent １か月当たり家賃(円)
Monthly rent (yen)

0円 不　詳

Total Under and over Not reported

207　 三　　  沢　　　市 Misawa-shi
民 営 借 家 (専用住宅) 総 数 52-Q 4,820 200 10 30 30 10 210 230 1,020 1,050 910 770 100 20 - 10 - 20 50 10 120 44,930 46,943

　　　 29　　 ㎡　　以　　下 and under 210 40 - - - - 20 20 70 30 20 - - - - - - - - - 10 26,879 34,140

　　　 30　　  ～　 　　49㎡ 1,030 20 - - 10 - 60 120 370 290 160 10 - - - - - - - - - 37,391 37,985

　　　 50　　  ～　　 　69 1,660 70 10 30 10 - 80 60 400 490 240 230 10 - - - - - 10 - 10 41,454 43,212

　　　 70　　  ～　 　　99 1,000 - - - 10 - 40 20 130 140 360 200 60 10 - - - - 10 - 20 50,831 50,831

　　　100　　  ～　　　149 740 60 - - - - 10 10 20 100 130 280 30 10 - 10 - 20 - - 70 53,463 58,843

　　　150　　 ㎡　　以　　上 and over 180 10 - - - 10 10 - 20 - - 40 10 10 - - - - 30 10 20 80,583 88,431

　　１住宅当たり 延べ面積(㎡) AV-2 72.30 72.66 50.00 61.22 63.41 198.00 59.03 47.76 55.28 59.78 72.07 99.98 105.25 140.95 - 100.00 - 138.86 125.11 193.00 - - -

　一 　　　　 戸　　　　　建 7-A 2,390 80 10 - 20 10 90 70 430 370 440 590 60 20 - - - 20 50 10 120 50,103 51,817

　　　 29　　 ㎡　　以　　下 and under 10 - - - - - - - - 10 - - - - - - - - - - - 45,000 45,000

　　　 30　　  ～　 　　49㎡ 130 - - - 10 - 0 10 60 20 20 10 - - - - - - - - - 38,349 38,349

　　　 50　　  ～　　 　69 750 - 10 - 10 - 50 40 210 210 40 150 10 - - - - - 10 - 10 43,490 43,490

　　　 70　　  ～　 　　99 740 - - - - - 30 20 130 50 290 160 30 10 - - - - 10 - 20 51,285 51,285

　　　100　　  ～　　　149 630 60 - - - - 10 10 20 80 90 250 30 10 - - - 20 - - 70 52,305 58,718

　　　150　　 ㎡　　以　　上 and over 150 10 - - - 10 10 - 20 - - 20 - 10 - - - - 30 10 20 83,746 94,036

　　１住宅当たり 延べ面積(㎡) AV-2 87.38 129.51 50.00 - 61.09 198.00 76.28 67.91 70.01 69.80 85.86 91.37 97.47 140.95 - - - 138.86 125.11 193.00 - - -

　長　　　　　屋　　　　　建 7-B 590 - - 20 10 - 80 50 110 150 120 40 10 - - 10 - - - - - 39,805 39,805

　　　 29　　 ㎡　　以　　下 and under 20 - - - - - 20 10 - - - - - - - - - - - - - 21,336 21,336

　　　 30　　  ～　 　　49㎡ 110 - - - - - 40 20 30 20 10 - - - - - - - - - - 30,516 30,516

　　　 50　　  ～　　 　69 240 - - 20 - - 30 20 70 70 30 - - - - - - - - - - 34,815 34,815

　　　 70　　  ～　 　　99 120 - - - 10 - - - 10 50 40 10 10 - - - - - - - - 47,589 47,589

　　　100　　  ～　　　149 90 - - - - - - - - 20 40 30 - - - 10 - - - - - 59,723 59,723

　　　150　　 ㎡　　以　　上 and over - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

　　１住宅当たり 延べ面積(㎡) AV-2 66.90 - - 58.07 70.00 - 42.66 47.49 54.04 68.93 81.96 115.20 94.00 - - 100.00 - - - - - - -

　共   同　 住 　宅  (木　造) 7-C1 1,340 100 - 10 - - 40 70 420 370 310 10 10 - - - - - - - 10 38,101 41,134

　　　 29　　 ㎡　　以　　下 and under 130 10 - - - - 10 10 70 10 10 - - - - - - - - - 10 29,826 33,828

　　　 30　　  ～　 　　49㎡ 610 20 - - - - 10 50 220 170 130 - - - - - - - - - - 39,210 40,271

　　　 50　　  ～　　 　69 470 70 - 10 - - 10 - 120 120 140 - - - - - - - - - - 36,527 42,558

　　　 70　　  ～　 　　99 110 - - - - - 10 - - 50 30 10 10 - - - - - - - - 47,146 47,146

　　　100　　  ～　　　149 10 - - - - - - - - 10 - - - - - - - - - - - 49,000 49,000

　　　150　　 ㎡　　以　　上 and over - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

　　１住宅当たり 延べ面積(㎡) AV-2 48.14 43.96 - 66.00 - - 56.20 34.38 42.64 52.60 51.64 72.00 72.00 - - - - - - - - - -

　共　 同　 住 　宅　(非木造) 7-C2 500 30 - - - - 10 40 70 160 40 140 10 - - - - - - - - 45,603 48,327

　　　 29　　 ㎡　　以　　下 and under 40 30 - - - - - - - 10 10 - - - - - - - - - - 19,046 50,703

　　　 30　　  ～　 　　49㎡ 180 - - - - - 10 40 60 70 - - - - - - - - - - - 34,865 34,865

　　　 50　　  ～　　 　69 200 - - - - - - - 10 80 30 80 - - - - - - - - - 53,552 53,552

　　　 70　　  ～　 　　99 30 - - - - - - - - - - 30 0 - - - - - - - - 66,196 66,196

　　　100　　  ～　　　149 10 - - - - - - - - - - 10 - - - - - - - - - 68,000 68,000

　　　150　　 ㎡　　以　　上 and over 30 - - - - - - - - - - 20 10 - - - - - - - - 67,015 67,015

　　１住宅当たり 延べ面積(㎡) AV-2 71.07 20.00 - - - - 40.00 32.58 42.48 44.64 49.23 134.89 180.09 - - - - - - - - - -

　そ　　　　　の　　　　　他 Others - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

住宅の建て方 (5区分),
延べ面積 (6区分)

1～5,000円
未満

5,000
～10,000

10,000
～15,000

15,000
～20,000

20,000
～25,000

120,000
～150,000

150,000
～200,000

25,000
～30,000

30,000
～40,000

40,000
～50,000

50,000
～60,000

60,000
～70,000

70,000
～80,000

200,000円
以上

家賃0円を
含む

家賃0円を
含まない

Type of building (5 Groups) and
area of floor space (6 Groups)

Incl. 0 yen Excl. 0 yen

80,000
～90,000

90,000
～100,000

100,000
～110,000

110,000
～120,000

民営借家のうち家賃30,000円以下の住宅：720戸

民営借家のうち一人世帯は20,000未満、2人以上世帯は家

賃30,000円未満の住宅のうち、30㎡以上の住宅：470戸



 

81 

１．低廉な民間賃貸住宅 ④ ③のうち耐震性が確保されている住宅 362 戸 

耐震性の確保されている住宅数は、昭和 56 年を区切りとして算出します。 

民営借家 4,870 戸のうち昭和 56 年以降に建築されているのは 3,760 戸であることから、民営借家の耐震化率は、3,760/4,870＝77％ 

④の 77％は、470 戸×77％＝362 戸 

 

[2013（平成 25）年住宅・土地統計調査] 

 
 
２．低廉な賃貸用の空き家 ２．①賃貸用の空家（腐朽・破損なし）1,340 戸 

[2013（平成 25）年住宅・土地統計調査] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第９表　 住宅の所有の関係(6区分)，建築の時期(9区分)別住宅数―市区

Table 9.  Dwellings by Tenure of Dwelling (6 Groups) and Year of Construction (9 Groups) - Shi and Ku

総　数 持ち家 借　家　　　　　　　Rented houses
総　数 公営の借家 民営借家 　Owned privately 給与住宅

総　数 木　造 非木造

Total Total Total Wooden Non-wooden
1)

207　 三　　  沢　　　市 Misawa-shi
住　　　宅　　　総　　　数 Dwellings 2) 15,110 8,540 6,240 220 -  4,870  4,370  500  1,140

　昭　和 　35 　年　以　前 1960 or earlier 460 390 70 - -  50  50 -  20

　昭和36年　 ～ 　　　45年 1961~1970 990 670 320 - -  260  260 -  50

　昭和46年 　～ 　　　55年 1971~1980 2,640 1,650 1,000 40 -  630  580  50  330

　昭和56年 　～　 平成２年 1981~1990 2,990 1,730 1,260 30 -  990  970  30  240

　平成３年　 ～ 　　　７年 1991~1995 2,280 1,060 1,230 160 -  880  790  90  190

　平成８年　 ～　 　　12年 1996~2000 1,750 1,020 730 - -  620  530  90  110

　平成13年　 ～　 　　17年 2001~2005 1,420 660 770 - -  640  580  60  130

　平成18年　 ～　 　　22年 2006~2010 1,490 1,040 450 - -  410  360  50  40

　平成23年　 ～ 　25年９月 2011~Sep.2013 550 290 260 - -  220  100  110  40

1)　住宅の所有の関係「不詳」を含む。 1)  Including tenure of dwelling "Not reported".
2)　建築の時期「不詳」を含む。 2)  Including year of construction "Not reported".

Issued
houses

建築の時期 (9区分)

都市再生機構

(UR)・公社の

借家

Owned by Urban
Renaissance

Agency or public
corporation

Year of construction (9 Groups)
Owned
by local

government
Owned
houses

昭和56～の合計値：3760 
S56以降建築の借家3760/民営借家数4870＝77％

※「民営借家数」が前述の①の数字

と合わないのは、集計している数

値が「専用住宅数」と「住宅数（併

用住宅を含むもの）」で異なるた

め。 


